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株式会社大阪証券取引所と株式会社東京証券取引所グループの 

合併等に関するお知らせ 

 

 

株式会社大阪証券取引所（以下「大証」といいます。）及び株式会社東京証券取引所グルー

プ（以下「東証グループ」といい，併せて「両社」といいます。）は，本日開催の両社の取締

役会において，平成 23 年 11 月 22 日に締結された両社の経営統合（以下「本経営統合」とい

います。）に関する契約（以下「本統合契約」といいます。）に基づき，大証は，両社の合併，

大証の会社分割，資本準備金等の減少，株式分割の実施，単元株制度の採用，商号の変更，定

款の一部変更，代表取締役等の異動，会計監査人の異動及び大証の子会社である新大証設立準

備株式会社（以下「新大証」といいます。）の商号の変更について，東証グループは，両社の

合併，東証グループの会社分割及び資本金等の減少について，下記のとおりとすることをそれ

ぞれ決議いたしましたので，お知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．両社の合併について 

１．本合併の目的 

両社の平成 23 年 11 月 22 日付プレスリリースにおいて公表いたしましたとおり，両社

は，互いにデリバティブ市場と現物市場という異なる得意分野を持ち，補完関係が成立す

る両社が経営統合を行い，システム統合等を推進することで，デリバティブ市場と現物市

場の双方において，国内での確固たる地位を確立すると共に，規模の拡大，東証グループ

会社名  株 式会社大阪証券取引所  

代表者名 代表取締役社長 米田道生  

（コード 8697 ＪＡＳＤＡＱスタンダード） 

お問合せ先 経営企画グループ（広報） 

（ Ｔ Ｅ Ｌ  ( 0 6 ) 4 7 0 6 － 0 8 0 0 ）  

 

会社名 株式会社東京証券取引所グループ 

代表者名 取締役兼代表執行役社長 斉藤惇

お 問 合 せ 先  渉 外 広 報 部 （ 報 道 ）

（ Ｔ Ｅ Ｌ  ( 0 3 ) 3 6 6 6 － 1 3 6 1） 



 
 

- 2 - 

における東証一部・TOPIX 先物・国債先物を中心とした取扱い金融商品，大証の日経 225

先物・オプションを中心とした取扱い金融商品を併せることによる取扱い金融商品の多様

化・コスト削減によるグローバル競争力の強化，さらには，両社の市場機能の集約，取引

システムの統一化による取引参加者・投資家の利便性向上といった大きなシナジー効果が

得られるとの認識で一致し，経営統合を行うことを平成 23 年 11 月 22 日付で合意いたし

ました。 

今般，両社は，本経営統合の一環として行われた東証グループによる大証普通株式に対

する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が成立し，本公開買付けに係る決

済が完了したことから，本日開催の両社の取締役会において，平成 25 年１月１日を効力

発生日として合併（以下「本合併」といいます。）することを決議し，本日付で合併契約

（以下「本合併契約」といいます。）を締結いたしました。 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

両社は，臨時株主総会をそれぞれ招集し，本合併契約その他本経営統合に必要な事項

として両社が別途合意する事項に関する議案をそれぞれ提出し，承認を求めます（以下，

大証については「大証承認株主総会」といい，東証グループについては「東証承認株主

総会」といいます。）。 

本合併に関する日程は以下のとおりです。 

大証承認株主総会基準日公告日 

東証承認株主総会基準日公告日 
平成 24 年９月 14 日（金） 

大証承認株主総会基準日 

東証承認株主総会基準日 
平成 24 年９月 30 日（日） 

両社の合併契約承認取締役会決議日及び合併契約締結日 平成 24 年 10 月 29 日（月）

大証承認株主総会開催日 

東証承認株主総会開催日 
平成 24 年 11 月 20 日（火）

（予定） 

本合併の効力発生日 
平成 25 年１月１日（火） 

（予定） 

 

（２）本合併の方式 

本合併は，大証を存続会社，東証グループを消滅会社とする吸収合併方式で行われ，

東証グループは本合併の効力発生日をもって解散いたします（以下，本合併後の大証を

「統合持株会社」といいます。）。但し，本合併の効力発生は，(i)平成 24 年 11 月 20 日

開催予定の大証承認株主総会及び東証承認株主総会における本合併に係る議案の承認，

(ii)本合併契約の締結後に本日付で東証グループ及び株式会社東京証券取引所（以下「東

証」といいます。）の間で締結された吸収分割契約書（以下「東証吸収分割契約」といい

ます。）に基づく吸収分割（以下「東証吸収分割」といいます。）の効力が生ずること，
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(iii)大証における本合併の効力発生日の前日の大証の最終の株主名簿に記載又は記録

された株主の有する普通株式１株を 100 株に分割する株式分割（以下「本株式分割」と

いいます。）及び 100 株を１単元とする単元株制度の採用に係る定款変更（以下「本単元

株制度の採用」といいます。）が効力を生ずること並びに，(iv)大証の資本準備金及び利

益準備金の額の減少並びに東証グループの資本金及び資本準備金の額の減少のいずれも

が効力を生ずることを条件としております。なお，東証吸収分割，東証グループの資本

金及び資本準備金の減少，大証の資本準備金及び利益準備金の減少並びに本株式分割及

び本単元株制度の採用の詳細につきましては，後記「Ⅱ．東証グループの会社分割（吸

収分割）について」，「Ⅳ．東証グループの資本金及び資本準備金の減少について」，「Ⅴ．

大証の資本準備金及び利益準備金の減少について」及び「Ⅵ．大証の株式分割及び単元

株制度の採用について」をそれぞれご参照ください。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容 

会社名 大証 東証グループ 

本合併に係る割当ての内容 １ 20.19 

合併により発行する新株式数

（ 予 定 ）
普通株式：45,906,810 株 

（注）本統合契約では，東証グループの株式１株に対して，大証株式 0.2019 株を割当

て交付することで合意しておりますが（以下「本合併比率」といいます。），後記「Ⅵ．

大証の株式分割及び単元株制度の採用について」に記載のとおり，大証は平成 25

年１月１日付で普通株式１株を100株に分割する本株式分割及び本単元株制度の採

用を本合併に先んじて行うことから，本合併契約において，本株式分割及び本単元

株制度の採用の効力発生を条件として，東証グループの株式１株に対して，大証株

式 20.19 株を割当て交付することに修正しております。但し，東証グループが保有

する自己株式（本日時点で 26,260 株）については，本合併による株式の割当ては

行いません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

東証グループは新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３．本合併に係る割当ての内容の算定根拠等 

（１）算定の基礎 

両社は，本統合契約の締結にあたり，本合併比率の公正性を確保するため，両社から

独立した財務アドバイザーに本合併比率に関する財務分析を依頼することとし，大証は

ゴールドマン・サックス証券株式会社（以下「ゴールドマン・サックス」といいます。），
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ＳＭＢＣ日興証券株式会社（以下「ＳＭＢＣ日興」といいます。）及び Moelis & Company 

UK LLP（以下「モーリス」といいます。）を，東証グループは三菱 UFJ モルガン・スタ

ンレー証券株式会社（以下「三菱 UFJ モルガン・スタンレー」といいます。），野村證券

株式会社（以下「野村證券」といいます。）及び大和証券キャピタル・マーケッツ株式

会社（平成 24 年４月１日付で大和証券株式会社と統合し，大和証券株式会社となりま

した。以下「大和証券ＣＭ」といいます。）を，それぞれの財務アドバイザーとして起

用の上，本合併比率に関する財務分析を依頼いたしました。 

各財務アドバイザーによる本合併比率に関する財務分析の概要につきましては，別紙

１「本合併比率に係る財務分析の概要」をご参照ください。なお，別紙１「本合併比率

に係る財務分析の概要」に記載の各財務アドバイザーによる本合併比率に関する財務分

析の概要においては，東証グループの株式１株に対し割り当てられる本株式分割前の大

証普通株式の株式数のレンジを記載しております。 

 

（２）算定の経緯 

両社は，それぞれが本合併比率に関する財務分析を依頼した財務アドバイザーから提

出を受けた算定結果を参考に，両社が相手方に対して相互に実施したデュー・ディリジ

ェンスの結果等を踏まえ，それぞれ両社の財務及び事業の状況，資産の状況，将来の見

通し等の要因を総合的に勘案し，両社間で慎重に交渉・協議を重ねた結果，本合併比率

は妥当であるとの判断に至った上で，本統合契約を締結しております。 

なお，その後，上記のとおり，本合併の合併比率は本株式分割及び本単元株制度の採

用の効力が生じたことを前提として，東証グループの株式１株に対して，大証株式 20.19

株を割当て交付することに修正いたしましたが，この合併比率の変更による両社及びそ

の株主への実質的な差異は，本合併比率による場合に１株未満の端数が割り当てられる

部分についての処理方法のみであり，当該部分についても実質的な経済的不利益が発生

することは想定されず，したがって関係者に与える影響は最小限のものであると考えて

おります。 

以上を踏まえ，両社は，本日付で，本株式分割及び本単元株制度の採用の効力が生じ

たことを前提とした本合併の合併比率にて合併を行うことを合意し，本合併契約を締結

いたしました。 

 

（３）本合併比率に関する財務分析を行った財務アドバイザーとの関係 

大証の財務アドバイザーであるゴールドマン・サックス，ＳＭＢＣ日興及びモーリス

並びに東証グループの財務アドバイザーである三菱 UFJ モルガン・スタンレー，野村證

券及び大和証券ＣＭは，いずれも両社の関連当事者には該当せず，本合併に関して記載

すべき重要な利害関係を有しておりません。 
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（４）上場廃止となる見込み及びその事由 

本合併により，大証の普通株式は，大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（スタンダード）

（以下「ＪＡＳＤＡＱスタンダード」といいます。）における上場廃止基準に基づき，

合併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間入り銘柄となる可能性があります。 

なお，両社は，本統合契約において，統合持株会社の普通株式を(i)本経営統合の完了

日又はその後速やかに東京証券取引所市場第一部へ上場させること，及び(ii)(i)の上

場と同時又はその後速やかにＪＡＳＤＡＱスタンダードから大阪証券取引所市場第一

部へ市場変更させることを目指す旨を合意しておりますが，本合併後，統合持株会社は

東京証券取引所市場第一部と大阪証券取引所市場第一部を平成 25 年７月を目途に統合

する方針となったため，統合持株会社は，上記(ii)の統合持株会社の普通株式を(i)の

上場と同時又はその後速やかに大阪証券取引所市場第一部へ市場変更させることは実

施せずに，ＪＡＳＤＡＱスタンダードの上場を維持する予定です。 

 

（５）公正性を担保するための措置 

① 独立した財務アドバイザーからの本合併比率に関する財務分析結果の報告の受領

及び本合併比率に関するフェアネス・オピニオンの取得 

本経営統合の検討にあたっては，本合併比率の公正性を確保するため，大証と東証

グループは，それぞれ両社から独立した財務アドバイザーに本合併比率の財務分析を

依頼し，その算定結果の報告を受領しております。 

また，大証は，本統合契約の締結にあたり，ゴールドマン・サックス，ＳＭＢＣ日

興及びモーリスから，本合併比率に関するフェアネス・オピニオンを取得しておりま

す。詳細につきましては，別紙２「財務アドバイザーによるフェアネス・オピニオン

に関する補足説明」をご参照ください。 

さらに，東証グループは，平成 23 年 11 月 21 日付にて，三菱 UFJ モルガン・スタ

ンレー，野村證券及び大和証券ＣＭから，それぞれ別紙１記載の前提条件その他一定

の前提条件のもとに，本合併比率が東証グループの株主にとって財務的見地から妥当

又は公正である旨の意見書（フェアネス・オピニオン）を取得しております。 

 

② 独立した財務アドバイザーの起用及び法務アドバイザーからの助言 

両社は，本経営統合の検討に関する助言その他本経営統合の実現に向けた支援を受

けるため，本合併比率に関する財務分析を依頼した前記（１）の両社から独立した財

務アドバイザーのほか，大証は，メリルリンチ日本証券株式会社及びみずほ証券株式

会社を，東証グループは，ＪＰモルガン証券株式会社を，それぞれ両社から独立した

財務アドバイザーとして起用しております。 

また，両社は，本経営統合に至る意思決定過程における透明性・合理性を確保する

ため，大証は西村あさひ法律事務所，ＴＭＩ総合法律事務所及び Sullivan & Cromwell 

LLP を，東証グループは長島・大野・常松法律事務所及び Davis Polk & Wardwell LLP
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を，それぞれ法務アドバイザーとして選任し，法的な観点から本経営統合の諸手続き

及び対応等について助言を受けております。 

 

（６）利益相反を回避するための措置 

東証グループによる大証普通株式に対する本公開買付けの結果，平成 24 年８月 29 日

付で東証グループの所有する大証議決権数が総株主の議決権数に対する割合で 66.67％

となり，東証グループが新たに大証の親会社に該当しておりますが，前記「２．（３）本

合併に係る割当ての内容」に記載のとおり，両社において本株式分割前の本合併比率は

東証グループが大証の親会社になる前の本統合契約の締結時点で既に合意されており，

また，両社の役職員を兼ねる者は存在していないため，実質的な利益相反状態が生じる

おそれはないと考えております。 

なお，大証では，取締役の過半数が社外取締役であり，また，監査役の過半数が社外

監査役であることから，取締役会の意思決定過程における透明性・合理性を確保してお

ります。本合併契約の締結についても，大証では，これらの社外取締役を含む取締役全

員及び社外監査役を含む監査役全員が出席した本日開催の取締役会において決議を行っ

ております。 

 

４．本合併の当事会社の概要                （平成24年３月31日時点） 

（１） 商 号 株式会社大阪証券取引所 株式会社東京証券取引所グループ 

（２） 所 在 地 大阪市中央区北浜一丁目８番 16 号 東京都中央区日本橋兜町２番１号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 
代表取締役社長 

米田 道生 

取締役兼代表執行役社長 

斉藤 惇 

（４） 事 業 内 容 
取引所金融商品市場の開設・運営及び金

融商品債務引受業等 

株式会社金融商品取引所の経営管理及

び自主規制法人の経営管理等 

（５） 資 本 金 の 額 4,723,260,000 円 11,500,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 24 年４月１日 平成 19 年８月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 270,000 株 2,300,000 株 

（８） 純 資 産 55,485 百万円（単体） 127,122 百万円（連結） 

（９） 総 資 産 453,203 百万円（単体） 345,247 百万円（連結） 

（10） 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31 日 ３月 31 日 

（11） 従 業 員 数 323 名（単体） 862 名（連結） 

（12） 主 要 取 引 先 

ニューエッジ・ジャパン証券㈱ 

エービーエヌ・アムロ・クリアリング証

券㈱ 

ＵＢＳ証券会社 その他 

野村證券㈱ 

バークレイズ・キャピタル証券㈱ 

㈱ＳＢＩ証券 その他 

（13） 主 要 取 引 銀 行 
㈱みずほコーポレート銀行 

㈱三菱東京 UFJ 銀行 

㈱三菱東京 UFJ 銀行 

㈱みずほコーポレート銀行 
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（14） 

大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（平成 24 年９月 30 日時点） 

 

㈱東京証券取引所グループ 66.67％ 

メロン バンク エヌエー アズ エ

ージェント フォー イッツ クライ

アント メロン エービーエヌ オム

ニバス ユーケー ペンション（常任代

理人 株式会社みずほコーポレート銀

行決済営業部） 1.67％ 

サジヤツプ（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 1.44％ 

ザ バンク オブ ニューヨーク－ジ

ャスディック トリーティー アカウ

ント（常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部） 1.31％ 

ドイチェ バンク アーゲー ロンド

ン ピービー ノントリティー クラ

イアンツ ６１３（常任代理人 ドイツ

証券株式会社） 1.18％ 

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券㈱

4.35％ 

ＳＭＢＣフレンド証券㈱ 2.61％ 

ゴールドマン・サックス証券㈱ 2.61％

三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券㈱

2.39％ 

リテラ・クレア証券㈱ 1.78％ 

（15） 
当 事 会 社 間 の 関 係 等 

（平成 24 年 10 月 29 日時点）  

資 本 関 係

本公開買付けの結果，平成 24 年８月 29 日付で東証グループ

の所有する大証議決権数が総株主の議決権数に対する割合で

66.67％となり，東証グループは大証の親会社に該当しており

ます。 

人 的 関 係
大証の取締役１名は東証グループの子会社である㈱日本証

券クリアリング機構の取締役を兼務しております。 

取 引 関 係

大証は，大証市場で行われた現物株等の取引に係る清算機関

として東証グループの子会社である㈱日本証券クリアリング

機構を指定している等の関係があります。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

東証グループは大証の親会社であるため，大証の関連当事者

に該当します。 

（16） 最 近 ３ 年 間 の 業 績 （単位：百万円）

 

平成 22 年

３月期 

（連結） 

平成 23 年

３月期 

（単体） 

平成 24 年

３月期 

（単体） 

平成 22 年 

３月期 

（連結） 

平成 23 年 

３月期 

（連結） 

平成 24 年

３月期 

（連結） 

営 業 収 益 23,021 22,984 22,494 60,665 57,097 53,045

営 業 利 益 7,724 7,582 8,370 14,824 13,596 9,159

経 常 利 益 9,160 8,453 9,157 17,425 15,302 10,903

当 期 純 利 益 6,298 9,156 5,466 △3,602 8,879 6,311

１株当たり当期純利益（円） 23,326.39 33,911.49 20,244.60 △1,584.27 3,905.07 2,775.98



 
 

- 8 - 

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 9,000 10,500 12,000 300 1,200 850

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 179,368.39 195,773.01 205,502.46 50,085.81 53,606.95 54,801.89

 

５．本合併後の状況 

（１） 商 号 株式会社日本取引所グループ 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋兜町２番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 
取締役兼代表執行役グループＣＥＯ 斉藤 惇 

取締役兼代表執行役グループＣＯＯ 米田 道生 

（４） 事 業 内 容 株式会社金融商品取引所の経営管理及びこれに附帯する業務

（５） 資 本 金 の 額 11,500,000,000 円 

（６） 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31 日 

 

６．会計処理の概要 

本公開買付けにより，大証は東証グループの子会社となったことから，「企業結合に関

する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 20 年 12 月 26 日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 20 年 12

月 26 日）に基づき，本合併については共通支配下の取引として処理する予定です。 

なお，東証グループの本公開買付けによる会計上の大証普通株式のみなし取得日が平成

24 年９月 30 日であることから，統合持株会社の平成 25 年３月期連結業績は，東証グルー

プの通期業績（平成 24 年４月１日～平成 25 年３月 31 日）に大証の下期業績（平成 24 年

10 月１日～平成 25 年３月 31 日）を連結し，さらに本公開買付け及び本合併に伴い発生す

るのれんの償却費等，統合関連費用を計上した数値となる予定です。 

 

７．支配株主との取引等に関する事項 
本公開買付けの結果，平成 24 年８月 29 日付で東証グループは大証の親会社となったこ

とから，本合併は支配株主との取引等に該当します。大証が平成 24 年８月 29 日に開示し

たコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における

少数株主の保護の方針に関する指針」に関する本合併における適合状況は，以下のとおり

であり，指針の内容に適合していると判断しております。 
大証は，行動規範において，「当社と利害関係をもつ全ての者との間で公平・公正かつ

透明な関係を維持し，公正な取引を行います。」との基本姿勢を定めており，支配株主と

の取引等を行う際における少数株主の保護の方針に関する指針についてもこの考え方を

遵守することとしております。 
大証は，平成 23 年 11 月 22 日付で東証グループとの間で本合併比率を含めた本統合契

約を締結するにあたっては，前記「３．（５）公正性を担保するための措置」に記載の措

置を講じた上で，本合併比率に関する財務分析を依頼した財務アドバイザーから提出を受

けた算定結果を参考に，東証グループに対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等
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を踏まえ，東証グループの財務及び事業の状況，資産の状況，将来の見通し等の要因を総

合的に勘案した結果，本合併比率は妥当であるとの判断を行っております。また，前記「２．

（３）本合併に係る割当ての内容」のとおり，本合併比率は東証グループが大証の親会社

又は支配株主となる前の本統合契約の締結時点で両社の間で既に合意されており，さらに，

前記「３．（２）算定の経緯」のとおり，本合併契約における本株式分割により修正され

た合併比率も，本統合契約で合意された本合併比率に本株式分割に伴う所要の調整を加え

たものに過ぎず，大証少数株主にとって不利益なものではありません。 
加えて，大証は，本合併比率が少数株主にとって不利益なものでないことに関する意見

として，平成 23 年 11 月 21 日付で，両社から独立した算定機関であるＳＭＢＣ日興から，

記載されている一定の前提条件のもと，同日の時点で，本合併比率が大証普通株主にとっ

て財務的見地より妥当であり，かつ，大証少数株主にとって不利益なものでない旨の意見

（いわゆるフェアネス・オピニオン）を取得しております。 
なお，利益相反を回避するための措置につきましては，前記「３．（６）利益相反を回

避するための措置」に記載のとおり，本合併は，両社の役職員を兼ねる者がなく，本合併

にあたって実質的な利益相反関係が生じるおそれはないと考えており，また，本合併契約

の締結にあたって大証の取締役会の意思決定過程における透明性・合理性を確保しており

ます。 

 

８．今後の見通し 

統合持株会社の連結通期業績予想については現在策定中であるため，改めて公表する予

定です。 

 

Ⅱ．東証グループの会社分割（吸収分割）について 

１．会社分割の目的 
東証グループは，本合併後の統合持株会社への移行が円滑に行われるようにするため，

本日開催の取締役会において，東証グループの 100％子会社である東証との間で，平成 25

年１月１日を効力発生日として，統合持株会社が営むこととなる株式会社金融商品取引所

の経営管理及びこれに附帯する事業を除く全ての事業を東証へ承継する東証吸収分割を

行うことを決議し，本日付で東証との間で東証吸収分割契約を締結いたしました。 

 
２．会社分割の要旨 
（１）分割の日程 

東証吸収分割は，東証グループにおいては，会社法第 784 条第３項に規定する簡易分割

に該当し，また，東証においては，会社法第 796 条第１項に規定する略式分割に該当する

ことから，それぞれ分割承認株主総会を開催せずに行います。 
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東証吸収分割に関する日程は以下のとおりです。 

東証吸収分割契約承認取締役会決議日及び東証吸収分割契約

締結日 
平成 24 年 10 月 29 日（月）

東証吸収分割の効力発生日 
平成 25 年１月１日（火） 

（予定） 

 

（２）会社分割の方式 

東証吸収分割は，東証グループを分割会社とし，東証を承継会社とする物的分割です。 

 

（３）会社分割に係る割当ての内容 

東証吸収分割は，完全親子会社間で行われるため，東証吸収分割による承継会社であ

る東証から分割会社である東証グループへの株式の割当てその他対価の交付は行いま

せん。 

 

（４）分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

（５）会社分割により減少する資本金の額 

東証吸収分割による東証グループの資本金の減少はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

東証は，統合持株会社が営むこととなる株式会社金融商品取引所の経営管理及びこれ

に附帯する事業を除く全ての事業に関する資産，負債，その他の権利義務及び契約上の

地位（東証グループが東証以外の第三者と締結した契約等を除きます。）を承継します。

但し，東証吸収分割契約に別段の定めがあるものを除きます。 

 

（７）債務履行の見込み 

東証吸収分割において，承継会社である東証が負担すべき債務履行については，履行

の確実性に問題がないと判断しています。 

 

３．会社分割当事会社の概要 

分割会社である東証グループの概要につきましては，前記「Ⅰ．４．本合併の当事会社

の概要」をご参照ください。 
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承継会社である東証の概要につきましては，以下のとおりです。 
（平成 24 年３月 31 日現在） 

（１） 商 号 株式会社東京証券取引所 

（２） 事 業 内 容 

有価証券の売買又は市場デリバティブ取引（以下「有価証券

の売買等」といいます。）を行うための市場施設の提供，相場

の公表及び有価証券の売買等の公正の確保その他の取引所金

融市場の開設に係る業務並びにこれらに附帯する業務 

（３） 設 立 年 月 日 昭和 24 年４月１日 

（４） 本 店 所 在 地 東京都中央区日本橋兜町２番１号 

（５） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 斉藤 惇 

（６） 資 本 金 の 額 11,500,000,000 円 

（７） 発 行 済 株 式 数 2,300,000 株 

（８） 純 資 産 96,846 百万円（単体） 

（９） 総 資 産 104,830 百万円（単体） 

（10） 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31 日 

（11） 従 業 員 数 407 名（単体） 

 

（12） 

 

主 要 取 引 先 

野村證券(株) 

バークレイズ・キャピタル証券(株) 

(株)SBI 証券 その他 

（13） 大株主及び持株比率 東証グループ  100％ 

（14） 主 要 取 引 銀 行 

(株)三菱東京 UFJ 銀行 

(株)みずほコーポレート銀行 

(株)七十七銀行 

（15） 当事会社間の関係等 

資 本 関 係
東証グループが株式の 100％を保有してお

ります。 

人 的 関 係

役員のうち 13 名が東証グループの役員を

兼務しております。また,従業員は全て東証

グループからの出向者となっております。 

取 引 関 係
東証グループが経営管理を行っておりま

す。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

東証グループの子会社であるため，関連当

事者に該当します。 

 

４．分割する事業部門の概要 

（１）分割する部門の事業内容 

統合持株会社が営むこととなる株式会社金融商品取引所の経営管理及びこれに附帯
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する事業を除く全ての事業 

 

（２）分割する部門の経営成績（平成 24 年３月期） 

当該部門による営業収益はありません。 

 

（３）分割する資産，負債の項目及び金額（平成 24 年９月 30 日現在） （単位：百万円） 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

固定資産 3,059 流動負債 14,510

 固定負債 5,014

合計 3,059 合計 19,524

  （注）分割する資産・負債の項目及び金額は，平成 24 年９月 30 日現在の貸借対照表を基

準に算出しており，実際に分割する金額は上記金額と異なる可能性があります。 

 

５．会社分割後の東証グループの状況 

前記「Ⅰ．５．本合併後の状況」をご参照ください。 

 

Ⅲ．大証の会社分割（吸収分割）について 

１．会社分割の目的 
大証は，平成 25 年１月１日付で東証グループと合併し統合持株会社へ移行するため，

本日開催の取締役会において，大証の 100％子会社である新大証との間で，平成 25 年１月

１日を効力発生日として，大証が統合持株会社として営むこととなる株式会社金融商品取

引所の経営管理及びこれに附帯する事業を除く全ての事業（大証が現在営んでいる取引所

金融商品市場の開設・運営及び金融商品債務引受業等）を新大証へ承継する吸収分割（以

下「大証吸収分割」といいます。）を行うことを決議し，新大証との間で吸収分割契約（以

下「大証吸収分割契約」といいます。）を締結いたしました。 

 
２．会社分割の要旨 
（１）分割の日程 

大証は，大証承認株主総会を招集し，新大証との間で締結する大証吸収分割契約に関す

る議案を提出し，株主総会の承認を求めます。なお，大証吸収分割は，新大証においては，

会社法第796条第１項に規定する略式分割に該当することから分割承認株主総会を開催せ

ずに行います。 
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大証吸収分割に関する日程は以下のとおりです。 

大証承認株主総会基準日公告日 平成 24 年９月 14 日（金）

大証承認株主総会基準日 平成 24 年９月 30 日（日）

大証吸収分割契約承認取締役会決議日及び大証吸収分割

契約締結日 
平成24年10月 29日（月）

大証承認株主総会開催日 
平成 24年 11月 20日（火）

（予定） 

大証吸収分割の効力発生日 
平成 25 年１月１日（火）

（予定） 

 

（２）会社分割の方式 

大証吸収分割は，大証を分割会社とし，新大証を承継会社とする物的分割です。本会

社分割の効力発生は，平成 24 年 11 月 20 日開催予定の大証承認株主総会における大証

吸収分割に係る議案の承認，本合併の効力発生，新大証による金融商品市場開設の免許

の取得等を条件としております。 

 

（３）会社分割に係る割当ての内容 

大証吸収分割は，完全親子会社間で行われるため，大証吸収分割による承継会社であ

る新大証から分割会社である大証への株式の割当てその他対価の交付は行いません。 

 

（４）分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

（５）会社分割により減少する資本金の額 

大証吸収分割による大証の資本金の減少はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

新大証は，大証が統合持株会社として営む株式会社金融商品取引所の経営管理及びこ

れに附帯する事業を除く全ての事業（大証が現在営んでいる取引所金融商品市場の開

設・運営及び金融商品債務引受業等）に関する資産，負債，その他の権利義務及び契約

上の地位を承継します。但し，大証吸収分割契約に別段の定めがあるものを除きます。

なお，資産及び負債の評価については，平成 24 年９月 30 日現在の大証の貸借対照表そ

の他同日現在の計算を基礎とし，これに効力発生日の前日までの増減を加除した上で確

定します。 

 

（７）債務履行の見込み 

大証吸収分割において，承継会社が負担すべき債務履行については，履行の確実性に
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問題がないと判断しています。 

 

３．会社分割当事会社の概要 

分割会社である大証の概要につきましては，前記「Ⅰ．４．本合併の当事会社の概要」

をご参照ください。 
承継会社である新大証の概要につきましては，以下のとおりです。 

（平成 24 年９月 25 日現在） 

（１） 商 号 新大証設立準備株式会社 

（２） 事 業 内 容 
株式会社大阪証券取引所から会社分割により業務を承継する

のに必要な準備業務及びそれに附帯する業務 

（３） 設 立 年 月 日 平成 24 年９月 25 日 

（４） 本 店 所 在 地 大阪市中央区北浜一丁目８番 16 号 

（５） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 西小路 俊之 

（６） 資 本 金 の 額 4,723,260,000 円 

（７） 発 行 済 株 式 数 270,000 株 

（８） 純 資 産 4,723,260,000 円（単体） 

（９） 総 資 産 4,723,260,000 円（単体） 

（10） 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31 日 

（11） 従 業 員 数 ０名（単体） 

（12） 大株主及び持株比率 大証  100％ 

（13） 当事会社間の関係等 

資 本 関 係 大証が株式の 100％を保有しております。

人 的 関 係
役員は全て大証の従業員を兼務しており

ます。 

取 引 関 係 大証による出資以外の取引はありません。

関連当事者へ

の 該 当 状 況

大証の子会社であるため，関連当事者に該

当します。 

 

 

４．分割する事業部門の概要 

（１）分割する部門の事業内容 

大証が統合持株会社として営むこととなる株式会社金融商品取引所の経営管理及び

これに附帯する事業を除く全ての事業（大証が現在営んでいる取引所金融商品市場の開

設・運営及び金融商品債務引受業等） 
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（２）分割する部門の経営成績（平成 24 年３月期）          （単位：百万円） 

 分割する事業部門の

実績(a) 
大証実績(b) 比 率(a／b) 

営 業 収 益 22,494 22,494 100％

営 業 利 益 8,370 8,370 100％

経 常 利 益 9,157 9,157 100％

 

（３）分割する資産，負債の項目及び金額（平成 24 年９月 30 日現在） （単位：百万円） 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

流動資産 371,576 流動負債 374,300

固定資産 16,278 固定負債 2,973

合計 387,854 合計 377,274

（注）分割する資産・負債の項目及び金額は，平成 24 年９月 30 日現在の貸借対照表を基

準に算出しており，実際に分割する金額は上記金額と異なる可能性があります。 

 
５．会社分割後の上場会社の状況 

前記「Ⅰ．５．本合併後の状況」をご参照ください。 

 

Ⅳ．東証グループの資本金及び資本準備金の減少について 

１．資本金及び資本準備金の額の減少の目的 

統合持株会社の資本金の額は 11,500,000,000 円，資本準備金の額は 3,000,000,000 円

とする予定ですが，本合併に際して，東証グループの資本金の額及び資本準備金の額が統

合持株会社の資本金の増加額及び資本準備金の増加額として引き継がれることから，東証

グループは，本合併に際して，直ちにその資本政策を遂行するため，会社法第 447 条第１

項及び会社法第 448 条第１項の規定に基づき，資本金及び資本準備金の額を減少し，その

他資本剰余金に振り替えることといたしました。 

 

２．資本金及び資本準備金の額の減少の要領 

(１) 減少すべき資本金及び資本準備金の額 

資本金の額 11,500,000,000 円を 4,723,260,000 円減少して，6,776,740,000 円とする。

また，資本準備金の額 22,874,693,023 円を全額減少して，０円とする。 

(２) 資本金及び資本準備金の額の減少の方法 

会社法第 447 条第１項及び会社法第 448 条第１項の規定に基づき，資本金の一部及び資

本準備金の全額を取り崩し，その他資本剰余金に振り替えます。 
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３．資本金及び資本準備金の額の減少の日程 

取締役会決議日 平成 24 年 10 月 29 日（月） 

株主総会決議日 平成 24 年 11 月 20 日（火）（予定） 

債権者異議申述公告 平成 24 年 11 月 21 日（水）（予定） 

債権者異議申述最終期日 平成 24 年 12 月 22 日（土）（予定） 

効力発生日 平成 25 年１月１日（火）（予定） 

 

４．今後の見通し 

本件は純資産の部における勘定科目間の振替処理となりますので，純資産の額及び１株

当たり純資産の額に変動はなく，本件が業績に与える影響はありません。 

なお，大証及び東証グループの本合併後の統合持株会社は，資本金の額が

11,500,000,000 円，資本準備金の額が 3,000,000,000 円，利益準備金の額が０円となる予

定です。 

 

Ⅴ．大証の資本準備金及び利益準備金の減少について 

１．資本準備金及び利益準備金の額の減少の目的 

大証は，大証及び東証グループの本経営統合後，より機動的な資本政策の遂行を可能と

するため，会社法第 448 条第１項の規定に基づき，資本準備金及び利益準備金の額を減少

し，それぞれをその他資本剰余金及びその他利益剰余金に振り替えることといたしました。 

 

２．資本準備金及び利益準備金の額の減少の要領 

(１) 減少すべき資本準備金及び利益準備金の額 

資本準備金の額 4,825,557,353 円を 1,825,557,353 円減少して，3,000,000,000 円とす

る。また，利益準備金の額 322,985,592 円を全額減少して，０円とする。 

(２) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の方法 

会社法第 448 条第１項の規定に基づき，資本準備金の一部及び利益準備金の全額を取り

崩し，それぞれをその他資本剰余金及びその他利益剰余金に振り替えます。 

 

３．資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程 

取締役会決議日 平成 24 年 10 月 29 日（月） 

株主総会決議日 平成 24 年 11 月 20 日（火）（予定） 

債権者異議申述公告 平成 24 年 11 月 21 日（水）（予定） 

債権者異議申述最終期日 平成 24 年 12 月 22 日（土）（予定） 

効力発生日 平成 25 年１月１日（火）（予定） 

 

４．今後の見通し 

本件は純資産の部における勘定科目間の振替処理となりますので，純資産の額及び１株
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当たり純資産の額に変動はなく，本件が業績に与える影響はありません。 

なお，大証及び東証グループの本合併後の統合持株会社は，資本金の額が

11,500,000,000 円，資本準備金の額が 3,000,000,000 円，利益準備金の額が０円となる予

定です。 

 

Ⅵ．大証の株式分割及び単元株制度の採用について 

１．株式分割及び単元株制度採用の目的 

大証は，平成 19 年 11 月 27 日付で全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向け

た行動計画」に則り，大証株式の売買単位を 100 株とするため，本日開催の取締役会にお

いて，平成 25 年１月１日を効力発生日として，本株式分割，本単元株制度の採用及び定

款の一部変更を行うことについて決議いたしました。 

なお，本株式分割及び単元株制度の採用に伴う投資単位の実質的な変更はありません。 

 

２．株式分割の概要 
（１）分割の方法 

平成 24 年 12 月 31 日（月）（当日は休日につき実質的には平成 24 年 12 月 28 日（金））

を基準日として，同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する株式１株に

つき，100 株の割合をもって分割いたします。 

 

（２）分割により増加する株式数 

株式分割前の大証発行済株式総数 270,000 株

今回の分割により増加する株式数 26,730,000 株

株式分割後の大証発行済株式総数 27,000,000 株

株式分割後の発行可能株式総数（※） 93,000,000 株

    ※ 大証は平成 25 年１月１日付で本株式分割の効力発生後に東証グループとの本合

併を予定しております。このため，本合併により発行済株式総数が増加すること

を踏まえ，平成 24 年 11 月 20 日開催予定の大証承認株主総会において，平成 25

年１月１日付で，本合併の効力発生後に，大証の発行可能株式総数を本株式分割

後の 93,000,000 株から 290,000,000 株にさらに変更する定款変更議案を付議いた

します。詳細につきましては後記「Ⅷ．大証の定款の一部変更について」をご参

照ください。 

 

（３）分割日程 

基準日設定公告日 平成 24 年 12 月 14 日（金）（予定） 

基準日 平成 24 年 12 月 31 日（月）（実質的には平成 24 年 12 月 28 日）

（予定） 

効力発生日 平成 25 年１月１日（火）（予定） 
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３．単元株制度の採用 

（１）新設する単元株式の数 

単元株制度を採用し，単元株式数を 100 株とします。 

 

（２）新設の日程 

効力発生日 平成 25 年１月１日（火）（予定） 

 

※ 大証市場における売買単位は，平成 24 年 12 月 26 日（水）をもって１株から 100 株に

変更されます。 

 

４．定款の一部変更 

（１）定款変更の理由 

前記「２．株式分割の概要」及び「３．単元株制度の採用」に伴い，会社法第 184 条第

２項及び第 191 条に基づく取締役会決議により，平成 25 年１月１日（火）をもって定款

の一部を変更いたします。 

（２）定款変更の内容 

① 大証の発行可能株式総数を株式の分割の割合に応じて増加させるため，現行定款第

11 条を変更いたします。 

② 株式の分割と同時に単元株制度を導入し，単元株式数を 100 株とするため，第 12

条を変更いたします。 

③ 現行定款第 11 条及び第 12 条の変更の効力発生日を定めるため，附則を新設いたし

ます。 
（下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 
（発行可能株式総数） 

第11条 当社の発行可能株式総数は，93万株

とする。 

 

 

第12条 削除 

 

付  則 

１ （条文省略） 

（新設） 

（発行可能株式総数） 

第11条 当社の発行可能株式総数は，9,300万

株とする。 

 

（単元株式数） 

第12条 当社の単元株式数は，100株とする。

 

付  則 

１ （現行どおり） 

２ 第11条及び第12条の変更は，平成25年１

月１日から効力を発生する。なお，本項は，

当該効力発生日をもって削除する。 

 
Ⅶ．大証の商号の変更について 

１．商号変更の理由 

大証は，平成 25 年１月１日付で東証グループと合併し統合持株会社へ移行するため，
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本日開催の取締役会において，後記「Ⅷ．大証の定款の一部変更について」に記載する定

款の一部変更が大証承認株主総会において承認されることを条件として，平成 25 年１月

１日付で商号を変更することを決議いたしました。 

 

２．新商号 

株式会社日本取引所グループ （英文表記：Japan Exchange Group, Inc.） 

 

３．変更日 

平成 25 年１月１日（火）（予定） 

 
Ⅷ．大証の定款の一部変更について 

１．変更の理由 

大証は，平成 25 年１月１日付で東証グループと合併し統合持株会社へ移行し，また，

同時に委員会設置会社となるため，本日開催の取締役会において，次に記載する事項に関

し，平成 25 年１月１日付で前記「Ⅵ．大証の株式分割及び単元株制度の採用について」

に定める定款の一部変更後の定款の一部をさらに変更することについて，大証承認株主総

会に付議することを決議いたしました。 

なお，当該定款変更は，本合併及び大証吸収分割の効力が発生することを条件として，

平成 25 年１月１日に効力が発生いたします。 

（１）商号変更 

商号を「株式会社日本取引所グループ」（英文表記：Japan Exchange Group, Inc.）に

変更いたします。 

（２）企業理念 

公共性及び信頼性の確保，利便性，効率性及び透明性の高い市場基盤の構築並びに創造

的かつ魅力的なサービスの提供により，市場の持続的な発展を図り，豊かな社会の実現に

貢献することを企業理念とする規定を新設いたします。 

（３）連携の確保 

業務を行うにあたっては，傘下の法人間の適切な連携確保に努めるものとする規定を新

設いたします。 

（４）本店所在地 

本店は東京都中央区に置きます。 

（５）事業目的 

金融商品取引所持株会社として，株式会社金融商品取引所の経営管理及びこれに附帯す

る業務を行うことを事業目的といたします。 

（６）監査役，監査役会設置の定めの廃止と委員会設置会社の定めの創設 

① 監査役及び監査役会に関する規定を削除いたします。 

② 委員会設置会社である旨を定款に新設いたします。 

③ 委員会（指名委員会，監査委員会，報酬委員会）及び執行役に関する規定を新設い
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たします。 

④ 委員会設置会社の取締役の任期は１年となるため，取締役の任期を２年から１年に

変更いたします。 

⑤ 委員会設置会社の取締役の報酬は報酬委員会が決定するため，取締役の報酬の規定

を削除し，報酬委員会が決定する規定に変更いたします。 

⑥ その他委員会設置会社に移行することに伴う所要の変更を行います。 

（７）単元未満株主の権利制限等 

本単元株制度の採用に伴い，単元未満株主の管理の効率化を図るため，議決権を有しな

い単元未満株主の権利制限に関する規定を新設します。 

（８）発行可能株式総数の増加 

前記「Ⅵ．大証の株式分割及び単元株制度の採用について」のとおり，本株式分割に伴

い，大証は，発行可能株式総数を 930,000 株から 93,000,000 株に変更いたしますが，そ

の後の本合併に伴い，発行済株式総数は，本株式分割後の 27,000,000 株に本合併で交付

する大証株式45,906,810株を加えた72,906,810株となるため，本経営統合後においても，

機動的な資本政策を遂行することができるよう，発行可能株式総数を発行済株式総数の４

倍以内となる 290,000,000 株にさらに変更いたします。 

（９）剰余金の配当等 

剰余金の配当等の決定機関については，会社法第 459 条第１項に基づき，株主総会によ

らずに取締役会決議により実施する規定を新設いたします。 

（10）その他 

上記の他，字句の修正，規定の加除，条数の変更等，所要の整備を行います。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は別紙３のとおりです。 

 

３．日程 

取締役会決議日 平成 24 年 10 月 29 日（月） 

株主総会決議日 平成 24 年 11 月 20 日（火）（予定） 

定款の効力発生日 平成 25 年１月１日（火）（予定） 

 

Ⅸ．大証の代表取締役等の異動について 

１．異動の理由 

大証は，平成 25 年１月１日付で東証グループと合併し統合持株会社へ移行し，また，

同時に委員会設置会社となることに伴い，代表取締役制度の廃止及び代表執行役制度の新

設が行われることから，本日開催の取締役会において，平成 25 年１月１日付の代表取締

役及び代表執行役の異動について，統合持株会社移行後の取締役会の承認を前提として，

以下のとおり内定いたしました。 
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２．代表取締役及び代表執行役の異動 

新役職名 氏名（ふりがな） 旧役職名等 

取締役兼代表執行役 

グループＣＥＯ 
斉藤 惇（さいとう あつし）

新任 

（東証グループ取締役兼 

代表執行役社長） 

取締役兼代表執行役 

グループＣＯＯ 
米田 道生（よねだ みちお） 代表取締役社長 

 

３．新任代表者の略歴等 

氏名 生年月日 略歴 所有株式数

斉藤 惇 
昭和 14 年 

10 月 18 日生 

昭和 38 年４月 

昭和 63 年 12 月

平成２年６月 

平成７年６月 

平成 10 年 10 月

平成 11 年１月 

 

平成 14 年６月 

平成 15 年４月 

平成 19 年５月 

平成 19 年６月 

平成 19 年８月 

野村證券株式会社入社 

同社常務取締役 

同社代表取締役専務 

同社代表取締役副社長 

スミセイ投資顧問株式会社顧問 

住友ライフ・インベストメント株式会社

代表取締役社長 

同社取締役会長 

株式会社産業再生機構代表取締役社長 

株式会社東京証券取引所顧問 

同社代表取締役社長（現任） 

株式会社東京証券取引所グループ取締

役兼代表執行役社長（現任） 

０株 

 

４．就任予定日 

平成 25 年１月１日（火）（予定） 

 

Ⅹ．大証の会計監査人の異動について 

１．異動に係る会計監査人の概要 

（１）選任する会計監査人 

名 称 有限責任監査法人トーマツ 

主たる事業所所在地 東京都港区芝浦四丁目 13 番 23 号 ＭＳ芝浦ビル 

業務執行社員氏名 山口 弘志，西方 実 
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（２）退任する会計監査人 

名 称 有限責任 あずさ監査法人 

主たる事業所所在地 東京都新宿区津久戸町１－２ あずさセンタービル 

業務執行社員氏名 竹内 毅，松井 理晃 

 

２．異動予定年月日 

平成 24 年 11 月 20 日（火） 

 

３．退任する会計監査人の直近における就任年月日 

平成 24 年６月 21 日（木） 

 

４．退任する会計監査人が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

５．異動の決定又は異動に至った理由及び経緯 

大証が平成 25 年１月１日付で東証グループと合併し，統合持株会社へ移行することを

機に，両社の会計監査人を統一するため，あらかじめ，東証グループの会計監査人である

有限責任監査法人トーマツを大証の会計監査人として選任するものです。 

なお，現在の大証の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は，平成 24 年 11 月 20

日開催予定の大証承認株主総会終結の時をもって大証の会計監査人を退任する予定です。 

 

６．上記５の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する会計監査人の意

見 

特段の意見は無い旨の回答を得ております。 

 

Ⅺ．大証の子会社である新大証の商号の変更について 

１．子会社の概要                   （平成 24 年９月 25 日現在） 

（１） 商 号 新大証設立準備株式会社 

（２） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 西小路 俊之 

（３） 本 店 所 在 地 大阪市中央区北浜一丁目８番 16 号 

（４） 事 業 内 容  
大証から会社分割により業務を承継するのに必要な準備業務

及びそれに附帯する業務 

（５） 資 本 金 の 額 4,723,260,000 円 

 
２．商号変更の理由 

大証の 100％子会社である新大証は，平成 25 年１月１日付で大証から大証吸収分割によ

り大証が統合持株会社として営むこととなる株式会社金融商品取引所の経営管理及びこ

れに附帯する事業を除く全ての事業（大証が現在営んでいる取引所金融商品市場の開設・

運営及び金融商品債務引受業等）を分割承継するため，平成 25 年１月１日付で商号を変

更することといたしました。 
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３．新商号 

株式会社大阪証券取引所 （英文表記：Osaka Securities Exchange Co.， Ltd.） 

 

４．変更日 

平成 25 年１月１日（予定）。なお，当該商号変更は，新大証の臨時株主総会の承認を経

て実施します。 

 

【許認可等】 
 本資料記載の内容については，関係当局の必要な許認可等が得られることを前提としており

ます。当該許認可等の関係から必要となる場合には，本資料記載の内容を両社協議の上で変更

する可能性もあります。 
 
【勧誘規制】 
 本資料は，米国における証券の売付けの勧誘又は買付けの申込の勧誘を構成するものではあ

りません。大証普通株式は米国 1933年証券法（Securities Act of 1933）（その後の改正を含み
ます。）に従って登録がなされたものでも，また今後登録がなされるものでもなく，米国 1933
年証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き，米国において証

券の勧誘又は売付けを行うことはできません。米国における証券の公募が行われる場合には，

米国 1933年証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。その場合には，英文
目論見書は発行会社又は売出人より入手することができます。これには発行会社及び発行会社

の経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。なお，本件においては米国

内で公募を行うことを予定しておりません。 
 
【将来予測】 
本資料の記載には，米国 1933年証券法（Securities Act of 1933）（その後の改正を含みます。）

第 27A条で定義された「将来に関する記述」が含まれています。既知若しくは未知のリスク，
不確実性又はその他の要因により，実際の結果が「将来に関する記述」として明示的又は黙示

的に示された予測等と大きく異なることがあります。東京証券取引所グループ又はその関連会

社及び大阪証券取引所は，「将来に関する記述」として明示的又は黙示的に示された予測等が

結果的に正しくなることをお約束することはできません。本資料中の「将来に関する記述」は，

本資料の日付の時点で東京証券取引所グループ又はその関連会社及び大阪証券取引所が有す

る情報を基に作成されたものであり，法令又は金融商品取引所の規則により義務付けられてい

る場合を除き，東京証券取引所グループ又はその関連会社及び大阪証券取引所は，将来の事象

や状況を反映するために，その記述を更新したり修正したりする義務を負うものではありませ

ん。 

 

以 上 
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別紙１：本合併比率に係る財務分析の概要 

 

１．大証の各財務アドバイザーによる財務分析の概要 

 

（ゴールドマン・サックス） 

（１）本合併比率について 

ゴールドマン・サックスは，本合併比率に関する平成 23 年 11 月 22 日付の算定書（以下

「ＧＳ合併比率算定書」といいます。）を作成する過程の一環として，本公開買付けが東証

グループに与える財務的影響を織り込んだ上で，貢献度分析，ＤＣＦ分析及び類似会社比

較法を行いました。なお，本公開買付けを通じた東証グループの取得株数は 135,001 株－

179,999 株，１株当たり取得金額は 480,000 円を前提としております。各手法の分析結果

として，合併比率の算定レンジとして下記のレンジが示されております。なお，下記のレ

ンジは，東証グループの普通株式１株に割り当てられる大証の普通株式数を記載したもの

です。 

 

１．貢献度分析 0.185 ～ 0.285 

貢献度分析については，ゴールドマン・サックスは，大証及び東証グループのそれぞれに

ついての平準化当期純利益，純資産及びＥＢＩＴＤＡを参照しております。なお，貢献度分

析については，公開されている大証及び東証グループの過去財務数値，並びに，ゴールドマ

ン・サックスによる使用につき大証の了承を得た，大証の経営陣が作成した大証自らによる

一定の社内財務分析及び財務予測並びに東証グループの経営陣が作成し大証の経営陣が調

整を行った東証グループの一定の社内財務分析及び財務予測（以下これらを総称して「本財

務予測」といいます。）に基づいております。 

 

２．ＤＣＦ分析 0.195 ～ 0.222 

ＤＣＦ分析については，ゴールドマン・サックスは，本財務予測，大証の平成 23 年９月

30 日に終了した第２四半期の第２四半期報告書における平成 23 年９月 30 日時点での大証

の純有利子負債，及び東証グループの平成 23 年９月 30 日に終了した第２四半期の第２四半

期決算短信における平成23年９月30日時点での東証グループの純有利子負債を適用してお

ります。ゴールドマン・サックスは，大証及び東証グループの普通株式価値の算定レンジを

計算するにあたり，大証については大証の推定加重平均資本コストを踏まえ，6.0％を中央

値とする一定の範囲の割引率を用いて，東証グループについては東証グループの推定加重平

均資本コストを踏まえ，5.0％を中央値とする一定の範囲の割引率を用いて，大証及び東証

グループがそれぞれ財務予測期間において生み出す将来フリーキャッシュフローを割り引

いております。また，ゴールドマン・サックスは，大証及び東証グループそれぞれの財務予

測期間の最終年度末におけるターミナル・バリューの算出にあたっては，0.0％を中央値と

する一定の範囲の永久成長率を用いております。その上で，大証及び東証グループの普通株

式の現在割引価値を算出するため，大証については 6.0％，東証グループについては 5.0％

を中央値とする一定の範囲の割引率を用いて当該ターミナル・バリューを割り引いておりま

す。 

 

３．類似会社比較法 0.144 ～ 0.230 

類似会社比較法については，ゴールドマン・サックスは，グローバル取引所業界の上場企

業である Deutsche Boerse AG， NYSE Euronext， ASX Limited， The NASDAQ OMX Group, Inc.， 

London Stock Exchange Group plc， TMX Group Inc.， Bolsas y Mercados Españoles, Sociedad 

Holding de Mercados y Sistemas Financieros, S.A. ，  CME Group Inc. ， 

IntercontinentalExchange, Inc. 及び CBOE Holdings, Inc. を大証の類似会社（以下これ

らを総称して「大証類似会社」といいます。）として，Deutsche Boerse AG， NYSE Euronext， 
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ASX Limited， The NASDAQ OMX Group, Inc.， London Stock Exchange Group plc， TMX Group 

Inc. 及び Bolsas y Mercados Españoles, Sociedad Holding de Mercados y Sistemas 

Financieros, S.A. を東証グループの類似会社（以下これらを総称して「東証グループ類似

会社」といいます。）としております。これらの大証類似会社又は東証グループ類似会社は，

大証又は東証グループと直接的には比較可能ではないものの，分析の目的からは大証又は東

証グループと事業内容が類似していると考えられます。ゴールドマン・サックスは，平成 23

年 11 月４日を基準日として，直近の公開情報に基づいて計算される大証類似会社又は東証

グループ類似会社の 2011 年度及び 2012 年度の一定の範囲の予測財務評価倍率を，本財務予

測において対応する財務数値に適用して，大証及び東証グループの普通株式価値を計算して

おります。 

 

（２）補足事項 

ゴールドマン・サックスのアドバイザリー・サービス及びＧＳ合併比率算定書は，大証

の取締役会が本経営統合を検討するにあたり，情報を提供し支援する目的のためのみに提

供されたものです。ＧＳ合併比率算定書は，大証株主の本合併又はその他の事項に関する

議決権行使に対して何らかの推奨を行うものではありません。また，ゴールドマン・サッ

クスは，特定の合併比率を大証に対して推奨したことはなく，また，特定の合併比率を唯

一適切なものとして推奨したこともありません。 

ＧＳ合併比率算定書は必然的に，平成 23 年 11 月 21 日における経済環境，金融環境，市

場環境及びその他の状況，並びに当該日現在においてゴールドマン・サックスに提供され

た情報のみに基づいており，ゴールドマン・サックスは，当該日以降に発生するいかなる

事情，変化又は事由に基づき，ＧＳ合併比率算定書を更新し，改訂し又は再確認する責任

を負うものではありません。また，そのような更新，改訂又は再確認はこれまで行われて

おりません。したがって，ＧＳ合併比率算定書は平成 23 年 11 月 21 日時点までの事情及び

市場環境のみを踏まえて考慮されるべきものとなります。また，本財務予測については，

大証の経営陣において現時点で得られる最善の予測及び判断を反映して合理的に準備され

たものであることを，大証の同意に基づき，前提としております。なお，特に明記されて

いる場合を除き，ゴールドマン・サックスがその財務分析において使用した定量的情報の

うち市場データに基づくものは，平成 23 年 11 月 21 日以前の市場データに基づいており，

必ずしも現在の市場の状況を示すものではありません。 

 
（注）  ゴールドマン・サックスが，ＧＳ合併比率算定書及びＧＳ意見書（後記「別紙２：財務アドバイザーによるフ

ェアネス・オピニオンに関する補足説明」にて定義）の作成，並びにＧＳ意見書の補足財務分析（以下ＧＳ意見

書と併せて「ＧＳフェアネス資料」といいます。）を行うにあたっての前提条件，手続き，考慮事項及び分析に

おける制約事項の詳細に関する追加情報は以下のとおりです。 

  ゴールドマン・サックス及びその関連会社（以下併せて「ゴールドマン・サックス・グループ」といいます。）

は様々な個人及び法人顧客のために，投資銀行業務，財務アドバイザリー・サービス，商業銀行業務，証券取引，

投資顧問，自己勘定投資，フィナンシャル・プランニング，報酬に関する助言，リスク管理，ヘッジ取引，資金

調達，仲介業務その他の金融及び非金融業務並びにサービスに従事しています。これらの通常業務を行うなかで，

ゴールドマン・サックス・グループは，第三者，大証及び東証グループ並びにそれらの関係会社のエクイティ証

券，負債性証券及びその他の証券（又は関連デリバティブ証券）並びに金融商品（銀行ローンその他の債務を含

みます。），又は本統合契約が企図する取引（以下「本件取引」といいます。）に係るいずれかの通貨及びコモデ

ィティにつき，自己又は顧客の勘定で常に買い持ち又は売り持ちのポジションを取り，又は投資し，積極的に取

引を行う又は取引を成立させることがあり得ます。また，前記「４．本合併の当事会社の概要（平成24年３月31

日現在）（1４）大株主及び持株比率（平成24年９月30日時点）」のとおり，ゴールドマン・サックスは，平成24

年９月30日の時点で，東証グループの発行済株式の2.61％を保有しております。ゴールドマン・サックスは，本

件取引に関し大証の財務アドバイザーを務め，本件取引の交渉に一定の関与をしました。ゴールドマン・サック

スは，本件取引に関するゴールドマン・サックスのサービスに対して報酬を受領する予定であるほか（その報酬

の主要な部分は本件取引の完了を条件としています。），大証は，ゴールドマン・サックスが要した実費を負担す

ること，及びゴールドマン・サックスが財務アドバイザーを務めることに起因する一定の債務に対して損害補償

することに同意しています。また，ゴールドマン・サックス・グループは，将来，大証及び東証グループ並びに

それらの関係会社に対して，投資銀行業務を提供する可能性があり，ゴールドマン・サックス・グループの投資
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銀行部門はそれらに対する報酬を受領する可能性があります。 

  ＧＳ合併比率算定書及びＧＳフェアネス資料の作成にあたり，ゴールドマン・サックスは，本統合契約，大証

の平成23年３月31日に終了した５事業年度の有価証券報告書，大証の平成23年９月30日に終了した第２四半期の

第２四半期報告書，東証グループの平成23年３月31日に終了した４事業年度の決算短信，株式会社東京証券取引

所の平成19年３月31日に終了した事業年度の決算短信，東証グループの平成23年９月30日に終了した第２四半期

の第２四半期決算短信，その他の大証及び東証グループによるそれぞれの株主に対する一定のコミュニケーショ

ン，大証に関する一般に公開されている一定のアナリスト・リサーチ・レポート，本財務予測，大証の経営陣に

より予測・作成され，ゴールドマン・サックスの使用につき大証の了承を得た本件取引によるコスト削減及び事

業シナジー予測（以下「本シナジー予測」といいます。）等について検討しました。また，ゴールドマン・サッ

クスは，大証及び東証グループの経営陣から本件取引の戦略的意義及び享受することが期待されている利益につ

いての大証及び東証グループの評価，過去及び現在の事業・財務状況及び将来の見通しについて話を聞きました。

さらに，ゴールドマン・サックスは，大証の普通株式の市場価格及び取引状況を検討し，大証の財務及び株式市

場における一定の情報並びに東証グループの財務情報を，他の一定の公開会社の類似の財務及び株式市場におけ

る情報と比較し，グローバル取引所業界を中心に，その他の業界も含めた最近の経営統合事例における財務条件

を検討し，ゴールドマン・サックスが適切と思料するその他の調査と分析を実施し，その他の要因を考慮しまし

た。 

  財務分析の実施，ＧＳ合併比率算定書及びＧＳフェアネス資料の作成にあたり，ゴールドマン・サックスは，

ゴールドマン・サックスに対して提供され，ゴールドマン・サックスが話を聞き，又はゴールドマン・サックス

が検討した財務，法務，規制，税務，会計その他に関する情報全ての正確性及び完全性について，何ら独自の検

証を行う責任を負うことなく，これに依拠し，またこれを前提としています。ゴールドマン・サックスは，本財

務予測及び本シナジー予測が大証の経営陣によって現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に準

備されたものであることを，大証の同意に基づき，前提としています。さらに，ゴールドマン・サックスは，大

証又は東証グループ或いはそれらの子会社における個々の債権に関する分析を行っていないほか，資産及び負債

（偶発的なもの，派生的なもの又は貸借対照表に計上されていない資産及び負債を含みます。）について独自の

評価或いは鑑定を行っておらず，かかる評価書又は鑑定書も入手していません。ゴールドマン・サックスは，本

件取引を完了するために必要な全ての政府，監督機関その他の許認可が，大証又は東証グループ，若しくは本件

取引から期待される利益に対して，ゴールドマン・サックスの分析に実質的な効果をもたらすような悪影響を何

ら与えることなく得られることを前提としています。ゴールドマン・サックスは，本件取引（本合併を含みます。）

が，本統合契約に規定された条項に基づいて実行され，かかる条項に関してゴールドマン・サックスの分析に実

質的な効果をもたらすような影響を持つ放棄又は修正がないことを前提としています。 

  ＧＳ合併比率算定書及びＧＳフェアネス資料は，本件取引を行うに際しての大証の経営上の意思決定或いは大

証がとりうる他の戦略的手段と比較した場合における本件取引の利点について見解を述べるものではなく，いか

なる法律，規制，税務，会計上の見解を示すものでもありません。ゴールドマン・サックスは大証の買収あるい

は大証との事業統合に関して第三者に働きかけを行うような依頼をされておらず，また実際に働きかけを行って

おりません。ＧＳ意見書は，ＧＳ意見書の日付現在において，本統合契約に基づく本合併比率が大証にとって財

務的見地から公正であることのみを述べております。また，ゴールドマン・サックス及びＧＳフェアネス資料は

本件取引におけるその他のいかなる条項又は事象，又は本統合契約において企図されている又は本件取引に関連

して締結又は修正されるその他全ての契約又は法的文書におけるいかなる条項又は事象（大証の普通株式以外の

証券の保有者，債権者，その他の利害関係者にとっての本件取引の公正性，又はこれらの者が本件取引に関連し

て受領される対価の公正性を含むがこれらに限られない。），に関して意見又は考察を述べるものではなく，本統

合契約に基づく本件取引に関連するか否かを問わず，大証の役員，取締役，従業員等に対して本件取引に関連し

て支払われる又は支払うべきあらゆる報酬の金額又は性質について，ゴールドマン・サックスは見解を示すもの

ではなく，ＧＳフェアネス資料はそれらにつき言及するものではありません。ゴールドマン・サックスは，大証

の普通株式の将来の取引価格や，本件取引の影響による大証又は東証グループの支払能力や存続性，大証又は東

証グループのそれぞれの債務についてその支払期日における弁済能力についての意見を一切述べるものではあ

りません。なお，ＧＳ意見書は，ゴールドマン・サックス・グループのフェアネス・コミッティーの承認を受け

ております。 

  ＧＳ合併比率算定書及びＧＳフェアネス資料の一部の抽出又は要約説明は必ずしも適切ではありません。ＧＳ

合併比率算定書及びＧＳフェアネス資料を全体として考慮することなく一部の分析結果又は上記の要約を選択

することは，ＧＳ合併比率算定書及びＧＳフェアネス資料についての不完全な理解をもたらすおそれがあります。

ゴールドマン・サックスはいずれの要素或いは実施したいずれの分析に対しても特定の依拠をするものではあり

ません。 
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（ＳＭＢＣ日興） 

ＳＭＢＣ日興は，本合併比率の分析及び算定にあたり，大証及び東証グループのそれぞ

れについて，類似上場会社比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて算定を行いました。類似

上場会社比較法については，大証及び東証グループと類似性があると判断される類似上場

会社として，CME Group Inc.， Deutsche Boerse AG， IntercontinentalExchange Inc.， 

NYSE Euronext， ASX Limited， Nasdaq OMX Group Inc.， London Stock Exchange Group 

plc， TMX Group Inc.， CBOE Holdings Inc. 及び Bolsas y Mercados Españoles S.A. を

選定しております。ＤＣＦ法については，ターミナル・バリューを「永久キャッシュ・フ

ロー法」及び「マルチプル（倍率）法」により算出しております。永久キャッシュ・フロ

ー法では永久成長率として，大証及び東証グループについて-0.25～0.25％を使用してお

ります。マルチプル法ではＥＢＩＴＤＡマルチプルとして，大証及び東証グループについ

て 6.26～7.65x を使用しております。また，割引率は，大証及び東証グループについて 5.79

～6.79％を使用しております。 

 

各手法による算定結果は以下のとおりです。なお，以下の合併比率の評価レンジは，大

証の普通株式１株当たりの株式価値を１とした場合における，東証グループの普通株式１

株当たりの株式価値の評価レンジを記載したものです。 

 

採用手法 合併比率の評価レンジ 

類似上場会社比較法 0.114 ～ 0.220 

ＤＣＦ法 0.141 ～ 0.231 

 

なお，ＳＭＢＣ日興がＤＣＦ法の採用にあたり，前提とした両社の事業計画において，

大幅な増減益は見込んでおりません。（但し，特定の事業年度に係る税効果の影響によるも

のは除きます。） 

 
（注）  ＳＭＢＣ日興は，本合併比率の分析・算定を行うにあたり，ＳＭＢＣ日興に提供された情報及び公開されてい

る情報その他一切の情報が，全て正確かつ完全であることを前提としており，また，これらの情報の正確性及び

完全性に依拠し，その正確性及び完全性について独自に検証を行っておりません。ＳＭＢＣ日興は，本合併比率

の算定につき重大な影響を与えることが有り得る情報でＳＭＢＣ日興に対して未開示である情報が存在しない

ことを前提としています。ＳＭＢＣ日興は，本合併比率の分析・算定を行うにあたり，大証及び東証グループと

それらの関係会社の資産又は負債（金融派生商品，簿外資産及び負債，その他の偶発債務を含みます。）につい

て，個別の各資産及び各負債の分析及び評価を含め，ＳＭＢＣ日興による独自の評価，鑑定，査定，調査及びそ

の実在性の検証は行っておらず，また，第三者機関への鑑定，査定，調査又はその実在性の検証の依頼も行って

おりません。ＳＭＢＣ日興に提供された大証及び東証グループに関する財務予測並びにその他将来に関する情報

については，大証の経営陣の現時点における最善の予測と判断に基づき合理的に作成又は回答され，その予測等

に従って，大証及び東証グループの財務状況が推移することを前提としており，ＳＭＢＣ日興は，本合併比率の

分析・算定を行うにあたり，独自の調査をすることなく，これらの予測及びそれに関連する資料に依拠していま

す。ＳＭＢＣ日興はかかる財務状況等の予測が実現可能であること，及び実際の結果がこれらの予測に近似する

ことについて，何らの保証をするものではありません。 

  上記の算定結果は，本経営統合の実行に必要な一切の政府，監督官庁その他による同意若しくは許認可の取得，

その時期又は条件等が，本経営統合を実行した場合に大証若しくは東証グループの事業の予測される利益に負の

影響を与えることなくかかる同意又は許認可が得られるものであることを前提としており，これらについて独自

の調査を行う義務を負うものではありません。 

  上記の算定結果は，平成23年11月21日現在の金融及び資本市場，経済状況並びにその他の情勢を前提としてお

り，また，平成23年11月21日までにＳＭＢＣ日興に提供され又はＳＭＢＣ日興が入手した情報に基づいて，平成

23年11月21日時点における本合併比率の算定結果を述べたものです。今後の状況の変化により上記の算定結果の

内容に影響を受けることがありますが，ＳＭＢＣ日興はその意見を修正，変更又は補足する義務を負いません。

また，上記の算定結果は，本書に明示的に記載された事項以外，又は平成23年11月21日以降に関して，何らの意

見を推論させ，示唆するものではありません。 
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  ＳＭＢＣ日興は，本経営統合に関して，大証の財務アドバイザーを務めており，そのサービスの対価として大

証から手数料を受領する予定です。また，上記の算定結果の提出にあたっては大証とＳＭＢＣ日興との契約に規

定する免責・補償条項が適用されます。ＳＭＢＣ日興及びその関係会社は，大証，東証グループ，又はそれらの

関係会社に対して，投資銀行業務その他の証券／金融商品取引関連業務及び銀行業務等を行い又は将来において

行い，報酬等を受領する可能性があります。また，通常の業務の過程において，大証，東証グループ又はそれら

の関係会社の有価証券及び金融派生商品を含む各種金融商品を自己の勘定又は顧客の勘定において随時取引し

又は所有することがあります。 

  上記の算定結果は，本経営統合実行前の大証及び東証グループの普通株式の価値又は株価水準並びに本経営統

合実行後の大証の普通株式の価値又は株価水準について意見を述べるものではありません。上記の算定結果に記

載された内容は，大証の取締役会が本合併比率を検討するにあたり参考情報を提供することのみを目的としてい

ます。ＳＭＢＣ日興は，本合併比率の決定の基礎となる各前提事実若しくは仮定について意見を述べること，又

は大証が本経営統合を遂行若しくは実行するという事業上の意思決定（他の事業戦略や取引と比較した上での是

非を含みます。），本経営統合のストラクチャーやこれに代替するストラクチャーの有無若しくは有効性，本経営

統合のストラクチャーとこれに代替するストラクチャーとを比較した上での是非について意見を述べることを

要請されておらず，上記の算定結果においてもかかる点についての意見を述べておりません。 

  上記の算定結果に記載された内容は，大証の株主に対して本経営統合に関する株主権の行使その他の関連する

事項について何らの推奨を行うものではなく，また，大証の株主やその他の者に対して，大証株式の譲渡，譲受

その他これらに関連する事項について何ら勧誘若しくは推奨するものではありません。 

 

 

（モーリス） 

モーリスの分析は，2011 年 11 月 21 日に大証の取締役会に提供され，それはその際における

一定の前提，留保，制限及び手順を条件としております。これらにつきましては，下記（注）

をご参照ください。 

 

モーリスは，市場株価法（大証のみ），類似上場企業比較法，及びＤＣＦ法に基づいた評価分

析を実施して，(i)大証株式の１株当たりの評価及び (ii)本合併比率を分析しました。モーリ

スは，かかる目的のため大証と東証グループのそれぞれについてスタンドアローンとしての評

価を行いました。 

市場株価法は，大証の 2011 年 11 月４日（以下「基準日」といいます。）の終値及び基準日に

先立つ 12 か月間に基づき行いました。 

類似上場企業比較法は，大証と東証グループのそれぞれに類似する特性を持つ他の証券取引

所の評価倍率に基づき行われ，特に Chicago Board Options Exchange， Chicago Mercantile 

Exchange， Deutsche Boerse， IntercontinentalExchange， London Stock Exchange， NYSE 

Euronext を勘案しました。分析においては，大証からモーリスに提供された大証と東証グルー

プに関する財務予想から導いた財務指標に倍率を適用しました。 

ＤＣＦ法は，大証からモーリスに提供された大証と東証グループのスタンドアローンベース

の財務予想に基づき行いました。分析においては，6.5％～7.5％の幅の割引率を使用し，同割

引率及び 0.25％～0.75％の幅の永久成長率を前提にしたターミナルバリューを勘案しました。 

下記の１株当たりの評価は，スタンドアローンとしての大証株式の１株当たり評価の範囲を

示しています。本合併比率は，東証グループ普通株式１株に対して割り当てられるべき大証の

普通株式の株式数の範囲を表しています。 
 

手法 大証の１株当たりの評価の範囲 

市場株価法 365,000 円 ～ 398,597 円 

類似上場企業比較法 351,994 円 ～ 453,657 円 

ＤＣＦ法 423,853 円 ～ 494,027 円 
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手法 本合併比率の範囲 

類似上場企業比較法 0.1538 ～ 0.2272 

ＤＣＦ法 0.1397 ～ 0.1927 

 

 

（注）  モーリスの分析及びモーリスフェアネスオピニオン（後記「別紙２：財務アドバイザーによるフェアネス・オ

ピニオンに関する補足説明」にて定義）を提供するにあたり，モーリスは，提供された一切の財務予測が (a) 大

証の将来の業績に関しては，大証の経営陣が入手可能な最良の予測及び判断を，また (b) 東証グループの将来

の業績に関しては，大証及び東証グループの経営陣が入手可能な最良の予測及び判断を反映し合理的に作成され

たとの前提に立ってます。モーリスの分析及びモーリスフェアネスオピニオンを提示するにあたり，モーリスは

そのような見積もり及び予測の合理性についての見解は一切表明しません。モーリスの分析及びモーリスフェア

ネスオピニオンは，2011年11月21日における業界の業績，規制環境，事業，経済，市場，財務その他の状態全般，

及び同日におけるモーリスが入手可能な情報に基づいています。比較目的のための分析に使用された企業又は取

引は，大証，東証グループ，又はこれらの当事者にかかわる現在の取引と同一ではありません。さらに，事業，

企業，又は有価証券の価値に関係する分析及び見積もりは査定ではなく，かかる分析に基づく株式の価値の範囲

はかかる事業，企業，又は有価証券が実際に売却される現在又は将来の価格を示唆しない可能性があります。か

かる現在又は将来の価格は，それらの分析によって示唆されるものとは大幅に異なるものとなることがあります。

将来の結果についての予測に基づいた分析は，必ずしも実際の将来の結果を示唆するものではなく，実際の結果

はかかる分析が示唆するものよりも大幅に有利又は不利になることがあります。したがって，上記分析は，各当

事者又はそのそれぞれのアドバイザーの支配が及ばない多数の要因又は事象に基づくものとして本質的に不確

実性を伴うものであるため，モーリス又はその他いかなる者も将来の結果がそれらの予測と大幅に異なるものと

なった場合の責任を負いません。 

  モーリスはまた，本公開買付け及びその後の本合併が大証及び東証グループの株主によりそれぞれ承認される

こと，並びに重要な条件又は合意の放棄，変更又は修正なく，契約の規定の条件に従って完了することを前提と

し，かつ，(a)最終的に締結された本統合契約の形式が，大証が検討した草案と重要な点において相違しておら

ず，また東証グループ及び大証が本統合契約の重要な条件のすべてを遵守すること，並びに(b)本公開買付け及

び本合併に関する書類の条件が本統合契約の条件と重要な点において相違しておらず，また東証グループ及び大

証がかかる書類の重要な条件のすべてを遵守することを前提としました。またモーリスは，大証の同意の下，本

合併に必要となる政府や規制機関等による承認，同意，免除及び放棄を取得する過程で，大証若しくは東証グル

ープ又は本合併により見込まれている便益に悪影響を及ぼす遅延，制約，制限又は条件（事業の処分要請，修正

若しくは変更を含みます。）が課されないことを前提としました。さらに，モーリスは，大証の同意の下，東証

グループによる本公開買付けにより取得された大証の普通株式が，本合併が完了するまでの間，東証グループに

より保有され，本合併が完了するに伴い統合された会社の自己株式になることを前提としました。 

  モーリスは，本公開買付け及び本合併との関連において大証に対する独立したフィナンシャル・アドバイザー

として活動しており，本公開買付け及び大証の普通株式の保有者による本合併の承認を条件として役務に対する

報酬を受け取ります。モーリス又はその関係会社及びこれらの従業員，役員，及びパートナーは，大証の有価証

券を任意の時点において保有することがあり得ます。モーリスは，大証と東証グループ又はそれぞれの代表者間

の協議又は交渉に参加していません。モーリスは，大証に対し，特定の本公開買付価格（東証グループにより大

証普通株式に対し平成24年7月11日から平成24年8月22日まで実施された公開買付けにおける公開買付価格を示

します。以下同様。）若しくは本合併比率の推奨をしておらず，また，特定の本公開買付価格のみが適切である

こと若しくは特定の本合併比率のみが適切であることを推奨しているわけではありません。 

  モーリスフェアネスオピニオン又はモーリスの分析は，本公開買付け若しくは本合併を実施しようとする大証

の基本的な事業決定又は大証が取り得る他の事業戦略若しくは取引と比較した場合の本公開買付け及び本合併

の相対的な利点について述べるものではなく，また大証の普通株式の保有者に対して，本公開買付けに応じるべ

きか又は本公開買付け及びその後の本合併に関してどのように議決権を行使すべきかについて推奨を行うもの

でもありません。本公開買付け又はその後の本合併の条件又はその他の側面（全体的な取引のストラクチャーを

含みますが，それに限られません。）については，いかなる意見又は見解も表明されていません。さらに，本公

開買付価格及び本合併比率又は本公開買付け及びその後の本合併を実行するという大証の基本的な事業決定の

相対的公正性については，いかなる意見又は見解も表明されていません。モーリスは，本合併に際して新たに発

行される大証の普通株式の発行価額について，又は大証株式が本合併の発表若しくは完了の後に取引される価格

について，一切の意見を表明していません。モーリスは，2011年11月21日より後に知ることとなったモーリスの
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分析又はモーリスフェアネスオピニオンに影響を及ぼす事実又は事柄の変更について，いかなる者に通知する約

束をせず，また義務を負わないことを表明します。モーリスフェアネスオピニオン及びモーリスの分析は，もっ

ぱら本公開買付け及びその後の本合併の評価に際しての大証の取締役会の使用及び便益に供されるものであり，

大証の株主又はその他の者が依拠することはできません。モーリスは，法務，会計又は税務に関する事柄につい

て，一切助言を行っていません。 
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２．東証グループの各財務アドバイザーによる財務分析の概要 

 

（三菱 UFJ モルガン・スタンレー） 

三菱 UFJ モルガン・スタンレーは、東証グループ及び大証のそれぞれについて、類似企

業比較分析、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー（以下、本２．において「ＤＣＦ」

といいます。）分析、貢献度分析に基づく分析結果を総合的に勘案して本合併比率の分析を

行っております。三菱 UFJ モルガン・スタンレーによる本合併比率の評価結果の概要は、

以下のとおりです（大証の普通株式１株当たり株式価値を１とした場合の類似企業比較分

析、ＤＣＦ分析及び貢献度分析による東証グループの普通株式１株当たりの株式価値の評

価レンジを記載しております。）。 

 

 採用手法 合併比率の算定レンジ 

(a) 類似企業比較分析 0.128～0.175 

(b) ＤＣＦ分析 0.184～0.230 

(c) 貢献度分析 0.146～0.304 

 

(a) 類似企業比較分析：0.128～0.175 

類似企業比較分析では、東証グループ及び大証のそれぞれと比較的類似する金融商品を取

り扱う海外上場証券取引所として、東証グループに関しては NYSE Euronext, Inc.、ASX 

Limited、The NASDAQ OMX Group, Inc.、London Stock Exchange Group plc、TMX Group Inc.、

Bolsas y Mercados Españoles, Sociedad Holding de Mercados y Sistemas Financieros, S.A.、

大証に関しては CME Group Inc.、IntercontinentalExchange, Inc.、CBOE Holdings, Inc.

を選定した上で、それぞれの市場株価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて、東証グ

ループ及び大証の株式価値を算定し、合併比率のレンジを、0.128～0.175 と分析しており

ます。 

 

(b) ＤＣＦ分析：0.184～0.230 

ＤＣＦ分析では、東証グループ及び大証の事業計画に、主要な経営指標の推移を含む東証

グループ及び大証の直近までの業績の動向、東証グループ及び大証が公表した各種ＩＲ資料、

大証に関するアナリスト・レポート、東証グループ及び大証に対して実施したデュー・ディ

リジェンスの結果、その他一般に公開された情報等の諸要素を考慮した東証グループ及び大

証の将来の収益予想に基づき、東証グループ及び大証が将来生み出すと見込まれるフリー・

キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて東証グループ及び大証の企業価

値や株式価値を算定し、合併比率のレンジを、0.184～0.230 と分析しております。なお、

予測期間以降のフリー・キャッシュ・フローの価値は、予測期間最終年度を基礎としたフリ
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ー・キャッシュ・フローが一定の永久成長率で成長すると仮定して、ターミナル・バリュー

を算出する方法（以下、本２．において「永久成長率法」といいます。）により算出してお

ります。また、東証グループ及び大証の割引率としては 5.0％～7.0％を、永久成長率とし

ては-0.5％～0.5％を採用しております。 

 

(c) 貢献度分析：0.146～0.304 

貢献度分析では、営業収益、営業利益、純利益、純資産等の主要な財務数値をベースに、

東証グループ及び大証の統合持株会社に対する主要な財務指標への貢献度を算定し、合併比

率のレンジを、0.146～0.304 と分析しております。 

 

三菱 UFJ モルガン・スタンレーによる分析及び意見の前提条件・免責事項については（注）

をご参照下さい。 

 

（野村證券） 

野村證券は、東証グループ及び大証について、マーケット・アプローチ、ＤＣＦ法及び

貢献度分析による算定を行いました。各手法における算定結果は以下のとおりです。下記

の合併比率のレンジは、東証グループの普通株式１株に割り当てられる大証の普通株式数

の算定レンジを記載したものです。 

 

 採用手法 合併比率の算定レンジ 

(a) マーケット・アプローチ 0.084～0.237 

(b) ＤＣＦ法 0.193～0.254 

(c) 貢献度分析 0.134～0.262 

 

(a) マーケット・アプローチ：0.084～0.237 

マーケット・アプローチでは、東証グループについては類似会社比較分析により、大証に

ついては市場株価分析及び類似会社比較分析により普通株式１株当たりの価値の評価を行

い、それらの結果を基に合併比率のレンジを、0.084～0.237 と算定しております。なお、

類似会社比較分析では、東証グループ及び大証のそれぞれと比較的類似する海外上場証券取

引所として、東証グループについては The NASDAQ OMX Group, Inc.、London Stock Exchange 

Group plc、Bolsas y Mercados Españoles, Sociedad Holding de Mercados y Sistemas 

Financieros, S.A.及び ASX Limited を選定し、大証については CBOE Holdings, Inc.、CME 

Group Inc.及び IntercontinentalExchange, Inc.を選定し、それらの市場株価や収益性等

を示す財務指標との比較を通じて、東証グループ及び大証の株式価値を評価しております。

また、市場株価分析では、本経営統合の合意に向けた最終調整との一部報道機関による憶測

報道がなされた平成 23 年 11 月７日の前営業日である平成 23 年 11 月４日を基準日として、

ＪＡＳＤＡＱスタンダードにおける大証の普通株式の基準日終値（365,000 円）、直近１週
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間の終値単純平均値（369,100 円）、直近１ヶ月間の終値単純平均値（371,000 円）、直近３

ヶ月間の終値単純平均値（382,113 円）及び直近６ヶ月間の終値単純平均値（377,349 円）

を採用しております。 

 

(b) ＤＣＦ法：0.193～0.254 

ＤＣＦ法とは、東証グループ及び大証の事業計画における収益や投資計画、経営指標の推

移を含む東証グループ及び大証の直近までの業績の動向、東証グループ及び大証へのマネジ

メント・インタビュー及びデュー・ディリジェンスの結果、その他一般に公開された情報等

の諸要素を前提として、東証グループ及び大証それぞれが将来において創出すると見込まれ

る本経営統合を前提とせずにそれぞれが事業を継続すると仮定した場合（以下、本２．にお

いて「スタンド・アローン」といいます。）のフリー・キャッシュ・フローを、資本コスト

など一定の割引率で現在価値に割り引いて東証グループ及び大証の企業価値や株式価値を

評価する手法であり、これにより合併比率のレンジを、0.193～0.254 と算定しております。

なお、予測期間以降のフリー・キャッシュ・フローの価値はターミナル・バリューとして、

①永久成長率法及び②対象会社又は類似した事業を営む上場会社の時価総額等を参考に計

算された一定の財務指標に対する倍率を予測期間最終年度の該当指標に掛け合わせた値を

現在価値に割引く方法（以下、本２．において「マルチプル法」といいます。）により算出

しており、永久成長率法では東証グループ及び大証ともに-0.25％～+0.25％の永久成長率を

使用し、マルチプル法では東証グループについては 4.5x～6.5x の企業価値に対する償却前

営業利益（以下、本２．において「EBITDA」といいます。）の倍率（以下、本２．において

「EBITDA マルチプル」といいます。）、大証については 6.0x～8.0x の EBITDA マルチプルを

使用しております。また、割引率は東証グループについては 5.50％～6.50％、大証につい

ては 5.75％～6.75％を使用しております。 

 

(c) 貢献度分析：0.134～0.262 

貢献度分析では、東証グループ及び大証それぞれの営業収益、EBITDA、営業利益、経常利

益、純利益及び株主資本の新統合グループに対する財務的な貢献度から、合併比率のレンジ

を、0.134～0.262 と算定しております。 

 

野村證券による本合併比率の算定及び意見の前提条件・免責事項については（注）をご

参照下さい。 

 

（大和証券ＣＭ） 

大和証券ＣＭは、マーケット・アプローチ及びＤＣＦ分析に基づき、本合併比率の分析

を行っております。各手法における本合併比率の分析結果の概要は以下のとおりです。な

お、下記の合併比率のレンジは、東証グループの普通株式１株に対して割り当てられる大

証の普通株式の数を記載したものです。 
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 採用手法 合併比率の算定レンジ 

(a) マーケット・アプローチ 0.131～0.346 

(b) ＤＣＦ分析 0.164～0.308 

 

(a) マーケット・アプローチ：0.131～0.346 

マーケット・アプローチでは、市場株価法（大証のみに適用）及び類似会社比較法（東証

グループ及び大証それぞれに適用）により算定された両社の普通株式の１株当たり価値を基

に、合併比率のレンジを、0.131～0.346 と分析しております。 

市場株価法では、本経営統合の合意に向けた最終調整との一部報道機関による憶測報道が

なされた平成 23 年 11 月７日の前営業日である平成 23 年 11 月４日（以下、本２．において

「基準日①」といいます。）及び東証グループが実施した大証株式の公開買付けに関する一

部報道機関による憶測報道がなされた平成23年７月５日の前営業日である平成23年７月４

日（以下、本２．において「基準日②」といいます。）を基準日として、ＪＡＳＤＡＱスタ

ンダードにおける大証の普通株式の基準日①及び基準日②からそれぞれ遡る過去１ヶ月間、

過去３ヶ月間の終値単純平均株価（基準日①についてはそれぞれ 371,000 円、382,113 円、

基準日②についてはそれぞれ 345,024 円、378,697 円）に基づき算定いたしました。 

類似会社比較法では、東証グループ及び大証と比較的類似する上場企業として、東証グル

ープについては NYSE Euronext、NASDAQ OMX Group, Inc.、TMX Group, Inc.、London Stock 

Exchange Group Plc 及び Bolsas y Mercados Españoles を選定し、大証については CME Group, 

Inc.、IntercontinentalExchange, Inc.及び CBOE Holdings, Inc.を選定し、各社の市場株

価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて、東証グループ及び大証の普通株式の１株当

たりの価値を算定いたしました。なお、類似会社比較法では、東証グループ及び大証から提

供されたスタンド・アローンをベースとした財務予測を算定の基礎といたしました。 

 

(b) ＤＣＦ分析：0.164～0.308 

ＤＣＦ分析では、東証グループ及び大証のスタンド・アローンをベースとした事業計画、

主要な経営指標の推移を含む東証グループ及び大証の直近までの業績の動向、東証グループ

及び大証に対して実施したインタビュー及びデュー・ディリジェンスの結果、その他一般に

公開された情報等の諸要素を前提とし、東証グループ及び大証が将来生み出すと見込まれる

スタンド・アローンのフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて

算定された東証グループ及び大証の企業価値や普通株式の 1株当たりの価値を基に、合併比

率のレンジを、0.164～0.308 と分析しております。なお、東証グループ及び大証の予測期

間以降のフリー・キャッシュ・フローの価値はターミナル・バリューとして、永久成長率法

により算出しており、永久成長率は東証グループ及び大証ともに-1.00％～+1.00％を使用し

ております。また、割引率は東証グループ及び大証ともに 5.48％～7.48％を使用しており

ます。 

 

大和証券ＣＭによる本合併比率の分析及び意見の前提条件・免責事項については（注）
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をご参照下さい。 

 

（注）  三菱UFJモルガン・スタンレー、野村證券及び大和証券ＣＭ（それぞれを以下本注記において｢東証グループ財

務アドバイザー｣といいます。）は、上記意見書の提出及び意見書に記載された意見の表明並びにその基礎となる

本合併比率の分析・算定に際し、両社から提供を受け又は両社と協議した情報、東証グループ財務アドバイザー

が検討の対象とした又は東証グループ財務アドバイザーのために検討されたその他一切の情報、及び一般に公開

された情報が、全て正確かつ完全なものであること、また本合併比率の分析・算定に重大な影響を与える可能性

がある事実で東証グループ財務アドバイザーに対して未開示の事実はないこと等を前提としてこれに依拠して

おり、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません（また、独自にその検証を行う責任も義務も

負っておりません。）。 

  また、両社とそれらの関係会社の資産及び負債（簿外資産、負債、その他偶発債務を含みます。）に関して独

自の評価・査定は行っておらず、第三者機関からの鑑定又は査定の提供を受けておりません。加えて、両社の事

業、業務、財務状況、見通し及びシナジー効果に関する情報については、両社の経営陣により現時点で得られる

最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としております。そして、東証グループ財務アドバイ

ザーは、かかる分析もしくは予測（シナジー効果を含みます。）又はそれらの根拠となった前提については、何

ら見解を表明するものではありません。 

  なお、東証グループ財務アドバイザーの同意見書及び分析は、東証グループの取締役会の参考のためのみに提

出されたものであり、東証グループ取締役会が本合併比率の検討に関して使用するためその便宜のためにのみ作

成されており、他のいかなる目的のためにも、また他のいかなる者によっても、依拠又は使用することはできま

せん。また、東証グループ財務アドバイザーは、本合併について開催される東証グループの株主総会における東

証グループの株主の議決権行使又はその他の行動に関して意見を述べたり、また、本合併への賛同を推奨したり

するものでもありません。 

  東証グループ財務アドバイザーの同意見書及び分析は、同意見書又は分析の日付現在の金融、経済、為替、市

場その他の条件及び情勢を前提としており、かつ、同日現在において東証グループ財務アドバイザーが入手可能

な情報に基づくものです。クレジット市場、金融市場及び株式市場においては不安定な状況が継続しております

が、東証グループ財務アドバイザーは、かかる不安定な状況が東証グループ、大証及び本合併比率に与える潜在

的影響について意見又は見解を述べるものではありません。同意見書又は分析の時点以降に発生する事象が意見

又は分析の内容に影響を与える可能性があり、あるいは当該時点において意見もしくは分析の内容に与える影響

が明らかではない事象がありますが、東証グループ財務アドバイザーは、その意見又は分析を更新、改訂又は再

確認する義務を負うものではありません。 

  東証グループ財務アドバイザーは、本合併に関し、そのサービスに対し、東証グループからその相当部分につ

いて本合併の完了を条件とする手数料を受領いたします。 

 

なお、東証グループの財務アドバイザーがＤＣＦ法／ＤＣＦ分析において使用した算定の

基礎となる東証グループの利益推移の試算には、対前年度比較において大幅な増益となる事

業年度が含まれております。これは主として、外部環境の変化やマーケットインフラ整備の

実現、商品の拡大等による売買代金及び取引高の増加並びに継続的なコスト削減効果による

増益を見込んでいるためです。 
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別紙２：財務アドバイザーによるフェアネス・オピニオンに関する補足説明 

 

（ゴールドマン・サックス） 

大証はゴールドマン・サックスより，一定の条件（前述の制約，前提，その他の事項を

含みます。）の下に，当該日現在において，（１）本統合契約に基づく本合併比率が大証に

とって財務的見地から公正である旨，及び（２）本統合契約に基づいて行われる本公開買

付けにおいて大証普通株主に支払われる公開買付価格が，本統合契約において企図された

本合併が成立することを前提に，公開買付者及びその関連会社を除く大証株主にとって財

務的見地から公正である旨の，平成 23 年 11 月 22 日付フェアネス・オピニオン（以下「Ｇ

Ｓ意見書」といいます。）を受領しています。 

ＧＳ意見書は，大証の取締役会が本経営統合を検討するにあたり，情報を提供し支援す

る目的のためのみに提供されたものです。ＧＳ意見書は，大証株主の本公開買付けへの応

募又は大証株主の本合併又はその他の事項に関する議決権行使に対して何らかの推奨を行

うものではありません。 

ＧＳ意見書は必然的に，平成 23 年 11 月 21 日における経済環境，金融環境，市場環境及

びその他の状況，並びに当該日現在においてゴールドマン・サックスに提供された情報の

みに基づいており，ゴールドマン・サックスは，当該日以降に発生するいかなる事情，変

化又は事由に基づき，ＧＳ意見書を更新し，改訂し又は再確認する責任を負うものではあ

りません。また，そのような更新，改訂又は再確認はこれまで行われておりません。した

がって，ＧＳ意見書は平成 23 年 11 月 21 日時点までの事情及び市場環境のみを踏まえて考

慮されるべきものとなります。 

 

 

 

（ＳＭＢＣ日興） 

大証はＳＭＢＣ日興より，平成 23 年 11 月 21 日付にて，記載されている一定の前提条件

のもと，同日の時点で，本合併比率が大証の普通株主にとって財務的見地より妥当であり，

かつ，大証の少数株主にとって不利益なものでない旨のフェアネス・オピニオンを取得し

ています。 

 

（注）  ＳＭＢＣ日興は，上記のフェアネス・オピニオン（以下「本意見表明」といいます。）を提出するにあたり，

ＳＭＢＣ日興に提供された情報及び公開されている情報その他一切の情報が，全て正確かつ完全であることを前

提としており，また，これらの情報の正確性及び完全性に依拠し，その正確性及び完全性について独自に検証を

行っておりません。ＳＭＢＣ日興は，本合併比率の算定につき重大な影響を与えることが有り得る情報でＳＭＢ

Ｃ日興に対して未開示である情報が存在しないことを前提としています。ＳＭＢＣ日興は，本意見表明を行うに

あたり，大証及び東証グループとそれらの関係会社の資産又は負債（金融派生商品，簿外資産及び負債，その他

の偶発債務を含みます。）について，個別の各資産及び各負債の分析及び評価を含め，ＳＭＢＣ日興による独自

の評価，鑑定，査定，調査及びその実在性の検証は行っておらず，また，第三者機関への鑑定，査定，調査又は
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その実在性の検証の依頼も行っておりません。ＳＭＢＣ日興に提供された大証及び東証グループに関する財務予

測並びにその他将来に関する情報については，大証の経営陣の現時点における最善の予測と判断に基づき合理的

に作成又は回答され，その予測等に従って，大証及び東証グループの財務状況が推移することを前提としており，

ＳＭＢＣ日興は，本意見表明を行うにあたり，独自の調査をすることなく，これらの予測及びそれに関連する資

料に依拠しています。ＳＭＢＣ日興はかかる財務状況等の予測が実現可能であること，及び実際の結果がこれら

の予測に近似することについて，何らの保証をするものではありません。 

  本意見表明は，本経営統合の実行に必要な一切の政府，監督官庁その他による同意若しくは許認可の取得，そ

の時期又は条件等が，本経営統合を実行した場合に大証若しくは東証グループの事業の予測される利益に負の影

響を与えることなくかかる同意又は許認可が得られるものであることを前提としており，これらについて独自の

調査を行う義務を負うものではありません。 

  本意見表明は，本合併比率が，大証普通株主にとって財務的見地から妥当であるか否か，及び大証少数株主に

とって不利益なものでないか否かのいずれについても，平成23年11月21日現在の金融及び資本市場，経済状況並

びにその他の情勢を前提としており，また，平成23年11月21日までにＳＭＢＣ日興に提供され又はＳＭＢＣ日興

が入手した情報に基づいて，平成23年11月21日時点における意見を述べたものです。今後の状況の変化により本

意見表明の内容に影響を受けることがありますが，ＳＭＢＣ日興はその意見を修正，変更又は補足する義務を負

いません。また，本意見表明は，本書に明示的に記載された事項以外，又は平成23年11月21日以降に関して，何

らの意見を推論させ，示唆するものではありません。 

  ＳＭＢＣ日興は，本経営統合に関して，大証の財務アドバイザーを務めており，そのサービスの対価として大

証から手数料を受領する予定です。また，本意見表明提出にあたっては大証とＳＭＢＣ日興との契約に規定する

免責・補償条項が適用されます。ＳＭＢＣ日興及びその関係会社は，大証，東証グループ，又はそれらの関係会

社に対して，投資銀行業務その他の証券／金融商品取引関連業務及び銀行業務等を行い又は将来において行い，

報酬等を受領する可能性があります。また，通常の業務の過程において，大証，東証グループ又はそれらの関係

会社の有価証券及び金融派生商品を含む各種金融商品を自己の勘定又は顧客の勘定において随時取引し又は所

有することがあります。本意見表明は，本経営統合実行前の大証及び東証グループの普通株式の価値又は株価水

準並びに本経営統合実行後の大証の普通株式の価値又は株価水準について意見を述べるものではありません。本

意見表明に記載された内容は，大証の取締役会が本合併比率を検討するにあたり参考情報を提供することのみを

目的としています。ＳＭＢＣ日興は，本合併比率の決定の基礎となる各前提事実若しくは仮定について意見を述

べること，又は大証が本経営統合を遂行若しくは実行するという事業上の意思決定（他の事業戦略や取引と比較

した上での是非を含みます。），本経営統合のストラクチャーやこれに代替するストラクチャーの有無若しくは有

効性，本経営統合のストラクチャーとこれに代替するストラクチャーとを比較した上での是非について意見を述

べることを要請されておらず，本意見表明においてもかかる点についての意見を述べておりません。 

  本意見表明に記載された意見は，大証の株主に対して本経営統合に関する株主権の行使その他の関連する事項

について何らの推奨を行うものではなく，また，大証の株主やその他の者に対して，大証株式の譲渡，譲受その

他これらに関連する事項について何ら勧誘若しくは推奨するものではありません。 

 

 

（モーリス） 

モーリスは，大証の取締役会に対し，本経営統合における大証の普通株式の保有者により受

領される本公開買付価格及び本合併比率のそれぞれが財務的観点から見て，大証の普通株式の

保有者にとって公正である旨のフェアネスオピニオン（以下「モーリスフェアネスオピニオン」

といいます。）を 2011 年 11 月 21 日に提供し，そしてそれはその際における一定の前提，留保，

制限，手順及びその他モーリスフェアネスオピニオンに記載された事項を条件としております。

（それらに関しては前記「別紙１：本合併比率に係る財務分析の概要」の注をご参照くださ

い。）モーリスは，モーリスフェアネスオピニオンを提供するにあたり，本合併が大証及び東証

グループの株主によりそれぞれ承認されること，並びに本経営統合が本統合契約の規定の条件

に従って完了することを前提としております。 

モーリスフェアネスオピニオンは，もっぱら本経営統合の評価に際し大証の取締役会の使用

及び便益に供されるものであり，いかなる者もこの概要及びモーリスフェアネスオピニオンに
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依拠することはできません。モーリスフェアネスオピニオンは大証の普通株式の保有者に対し

て，本公開買付けに応じるべきか又は本合併等に関してどのように議決権を行使すべきかにつ

いて推奨を行うものではありません。モーリスは，本公開買付け又は本合併が公表又は完了し

た際の株式の価値につき何ら意見を表明しておりません。 

モーリスフェアネスオピニオンは，2011 年 11 月 21 日における業界の業績，規制環境，事業，

経済，市場，財務その他の状況全般及び同日におけるモーリスが利用可能な情報に基づいてお

ります。モーリスは，2011 年 11 月 21 日より後にモーリスが知るところとなった，モーリスフ

ェアネスオピニオンに影響を及ぼす事実又は事柄の変更について，いかなる者に通知する約束

をせず，また義務を負わないことを表明します。モーリスフェアネスオピニオンや上記の概要

の一部だけに着目し，その分析の全体的な内容を考慮しないことにより，モーリスフェアネス

オピニオンの根拠となるプロセスにつき不完全な理解を与える可能性があります。 

 

 



 
 
 

- 39 - 

別紙３：大証の定款変更の内容 

 

（下線は変更部分を示します。） 

取締役会決議による変更後の定款 変  更  案 

 

第１章 総  則 

 

 

第１章 総則 

 

（商 号） 

第１条 当社は，株式会社大阪証券取引所と称

し，英文ではOsaka Securities Exchange Co.，

Ltd.と表示する。 

（商号） 

第１条 当会社は、株式会社日本取引所グループ

と称し、英文では、Japan Exchange Group, Inc．

と表示する。 

  

 

（新 設） 

 

（企業理念等） 

第２条 当会社は、公共性及び信頼性の確保、利

便性、効率性及び透明性の高い市場基盤の構築

並びに創造的かつ魅力的なサービスの提供によ

り、市場の持続的な発展を図り、豊かな社会の

実現に貢献する。当会社は、これらを通じて、

投資者を始めとする市場利用者の支持及び信頼

の増大が図られ、その結果として、利益がもた

らされるものと考える。 

  

（目 的） 

第２条 当社は，次の各号に掲げる業務を営むこ

とを目的とする。 

(1) 取引所金融商品市場の開設 

(2) 金融商品債務引受業 

(3) その他前各号に掲げる業務に附帯する業務

２ 当社の開設する取引所金融商品市場（以下

「当社の市場」という。）は，公益及び投資者の

保護に資するため，有価証券の売買又は市場デ

リバティブ取引（以下「有価証券の売買等」と

いう。）が公正，円滑に行われることを旨として

運営されるものとする。 

（目的） 

第３条 当会社は、金融商品取引所持株会社とし

て、株式会社金融商品取引所の経営管理及びこ

れに附帯する業務を営むことを目的とする。 

 

 

（削る） 

  

 

（新 設） 

 

（連携の確保） 

第４条 当会社は、その業務を行うに当たって

は、傘下の法人間の適切な連携確保に努めるも
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のとする。 

  

（本店の所在地） 

第３条 当社の本店は，大阪市に置く。 

（本店の所在地） 

第５条 当会社は、本店を東京都中央区に置く。

  

（公告方法） 

第４条 当社の公告方法は，電子公告とする。た

だし，事故その他やむを得ない事由によって電

子公告による公告をすることができない場合

は，日本経済新聞に掲載して行う。 

（公告の方法） 

第６条 当会社の公告方法は、電子公告とする。

ただし、事故その他のやむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場

合は、日本経済新聞に掲載する。 

  

（機 関） 

第４条の２ 当社は，株主総会及び取締役のほ

か，次の機関を置く。 

(1) 取締役会 

(2) 監査役 

(3) 監査役会 

(4) 会計監査人 

 

（削る） 

  

第２章 取引所金融商品市場 （削る） 

（取引所金融商品市場に関する事項） 

第５条 当社の市場においては，有価証券の売買

等を行う。 

 

（削る） 

  

（規則の制定） 

第６条 当社は，当社の市場における有価証券の

売買等を公正かつ円滑にならしめ，かつ，投資

者の保護に資するため，本定款のほか，業務規

程，受託契約準則その他の規則を定めるものと

する。 

 

（削る） 

  

第７条 削除 （削る） 

  

（取引参加者の法令等の遵守義務） 

第８条 取引参加者は，法令(金融商品取引法（昭

和23年法律第25号）及びその関係法令をいう。

第９条，第10条及び第29条の３において同じ。)，

法令に基づく行政官庁の処分，当社の定款，業

 

（削る） 
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務規程，受託契約準則その他の規則（以下「規

則」という。）及び取引の信義則を遵守しなけれ

ばならない。 

  

（取引参加者の処分） 

第９条 当社は，取引参加者が法令，法令に基づ

いてする行政官庁の処分又は当社の規則に違反

した場合，取引の信義則に背反する行為をした

場合その他の業務規程で定める処分事由に該当

した場合は，その定めるところにより，過怠金

の賦課，当社の市場における有価証券の売買等

又はその有価証券等清算取次ぎの委託の停止又

は制限，取引資格の取消しその他の処分を行う

ことができる。 

 

（削る） 

  

（資料等の提出義務等） 

第10条 当社は，取引参加者の法令，法令に基づ

く行政官庁の処分又は当社の規則若しくはこれ

らに基づく処分又は取引の信義則の遵守の状況

の調査を行うとき，その他の当社の目的及び市

場の運営にかんがみて必要があると認めるとき

は，取引参加者に対し，当該取引参加者の営業

若しくは財産に関して参考となるべき報告若し

くは資料の提出を請求し，又は当社の職員をし

て当該取引参加者の営業若しくは財産の状況若

しくは帳簿，書類その他の物件を検査させるこ

とができる。 

 

（削る） 

  

第３章 株  式 

 

第２章 株式 

 

（発行可能株式総数） 

第11条 当社の発行可能株式総数は，9,300万株

とする。 

（発行可能株式総数） 

第７条 当会社の発行可能株式総数は、２億９千

万株とする。 

  

（単元株式数） 

第12条 当社の単元株式数は，100株とする。 

（単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は、１００株とす

る。 
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（株主名簿管理人） 

第13条 当社は，株主名簿管理人を置く。 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は，取

締役会の決議により選定する。 

３ 当社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成

及び備置きその他の株主名簿及び新株予約権原

簿に関する事務は，これを株主名簿管理人に委

託し，当社においては取り扱わない。 

（株主名簿管理人） 

第１０条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取

締役会の決議により定め、これを公告する。 

３ 当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作

成並びに備置きその他の株主名簿及び新株予約

権原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人

に委託し、当会社においては取り扱わない。 

  

（株式取扱規程） 

第14条 当社の株式に関する取扱いは，法令又は

本定款のほか，取締役会において定める株式取

扱規程による。 

（株式取扱規則） 

第１１条 当会社の株式及び新株予約権に関す

る取扱い並びに手数料は、法令又は本定款に定

めるもののほか、取締役会において定める株式

取扱規則による。 

  

（自己の株式の取得） 

第15条 当社は，会社法第165条第２項の規定に

より，取締役会の決議によって自己の株式を取

得することができる。 

 

（削る） 

  

第４章 株主総会 

 

第３章 株主総会 

 

（招 集） 

第16条 株主総会は，定時株主総会及び臨時株主

総会とし，定時株主総会は毎事業年度終了の日

の翌日から３か月以内に招集し，臨時株主総会

は随時必要に応じて，招集する。 

２ 株主総会は，法令に別段の定めがある場合を

（株主総会の招集） 

第１２条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度

終了後３か月以内にこれを招集し、臨時株主総

会は、必要ある場合に随時これを招集する。 

 

（削る） 

 

（新 設） 

（単元未満株式についての権利） 

第９条 当会社の株主は、その有する単元未満株

式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができない。 

(１) 会社法第１８９条第２項各号に掲げる権

利 

(２) 株主の有する株式数に応じて募集株式の

割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利 

  



 
 
 

- 43 - 

除き，取締役会の決議により，取締役社長が招

集する。ただし，取締役社長事故あるときは，

あらかじめ取締役会の定めた順序に従い，他の

取締役が招集する。 

  

（定時株主総会の基準日） 

第16条の２ 当社の定時株主総会の議決権の基

準日は，毎年３月31日とする。 

（基準日） 

第１３条 当会社の定時株主総会の議決権の基

準日は、毎年３月３１日とする。 

  

 

（新 設） 

（株主総会の招集権者及び議長） 

第１４条 株主総会は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役会の決議によって、執行役

ＣＥＯを兼務する取締役が招集し、議長となる。

２ 執行役ＣＥＯを兼務する取締役に事故があ

るときは、取締役会においてあらかじめ定めた

順序により、他の執行役を兼務する取締役が株

主総会を招集し、議長となる。 

  

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供） 

第16条の３ 当社は，株主総会の招集に際し，株

主総会参考書類，事業報告，計算書類及び連結

計算書類に記載又は表示をすべき事項に係る情

報を，法務省令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示することにより，

株主に対して提供したものとみなすことができ

る。 

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供） 

第１５条 当会社は、株主総会の招集の通知に際

し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及

び連結計算書類に記載又は表示をすべき事項に

係る情報を、法務省令に定めるところに従いイ

ンターネットを利用する方法で開示することに

より、株主に対して提供したものとみなすこと

ができる。 

  

（議 長） 

第17条 株主総会の議長は，取締役社長がこれに

当たる。ただし，取締役社長事故あるときは，

あらかじめ取締役会の定めた順序に従い，他の

取締役がこれに当たる。 

 

（削る） 

  

（決議方法） 

第18条 株主総会の決議は，法令又は本定款に別

段の定めがある場合を除き，出席株主の議決権

の過半数をもって行う。 

（株主総会の決議の方法） 

第１６条 株主総会の決議は、法令又は本定款に

別段の定めがある場合を除き、出席した議決権

を行使することができる株主の議決権の過半数
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２ 会社法第309条第２項の規定による株主総会

の決議は，議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し，その議決権の３分の２以上に当たる多数決

をもって行う。 

をもって行う。 

２ 会社法第３０９条第２項に定める株主総会

の決議は、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う。

  

（議決権の代理行使） 

第19条 株主は，当社の議決権を有する他の株主

１名を代理人として，議決権を行使することが

できる。この場合には，株主又は代理人は代理

権を証明する書面を当社に提出しなければなら

ない。 

（新設） 

（議決権の代理行使） 

第１７条 株主は、当会社の議決権を有する他の

出席株主１名を代理人として、その議決権を行

使することができる。 

 

 

２ 前項の規定により議決権を行使する場合、株

主又は代理人は、株主総会ごとに代理権を証明

する書面を当会社に提出しなければならない。

  

第20条 削 除 （削る） 

  

第５章 取締役及び取締役会等 

 

第４章 取締役及び取締役会 

 

 

（新 設） 

（取締役会の設置） 

第１８条 当会社は、取締役会を置く。 

  

（員 数） 

第21条 当社の取締役は，13名以内とする。 

（取締役の員数） 

第１９条 当会社の取締役は、１５名以内とす

る。 

  

（選任方法） 

第22条 取締役は，株主総会において，選任する。

 

２ 株主総会において，学識経験を有する者で取

引参加者の役員及び従業員その他金融商品取引

業と直接関係のある業務に従事する者以外の者

のうちから，取締役若干名を選任する。 

３ 前２項の選任決議は，議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し，その議決権の過半数をもって行

（取締役の選任） 

第２０条 取締役は、株主総会の決議によって選

任する。 

（削る） 

 

 

 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行
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う。 

４ 取締役の選任決議は，累積投票によらないも

のとする。 

５ 第２項に規定する取締役は，その在任中，金

融商品取引業と直接関係のある業務に従事する

ことができない。 

う。 

３     （現行どおり） 

 

（削る） 

  

（任 期） 

第23条 取締役の任期は，選任後２年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとする。ただし，補欠と

して選任された取締役の任期は，前任者の残任

期間とする。 

（新 設） 

（取締役の任期） 

第２１条 取締役の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。 

 

２ 増員により、又は補欠として選任された取締

役の任期は、他の在任中の取締役の任期の満了

する時までとする。 

  

（代表取締役） 

第24条 取締役会は，その決議によって代表取締

役を選定する。 

２ 代表取締役は，各自当社を代表し，取締役会

の決議に従い業務を執行する。 

 

（削る） 

  

（取締役） 

第25条 取締役会は，その決議によって取締役会

長１名，取締役社長１名，取締役副社長１名，

専務取締役及び常務取締役各若干名を選定する

ことができる。 

２ 当社の常務に従事する取締役は，その在任

中，金融商品取引業に従事することができない。

 

３ 前項に規定する取締役は，その在任中，取締

役会の承認を受けなければ，他の業務に従事す

ることができない。 

（役付取締役等） 

第２２条 取締役会は、その決議によって、取締

役会長１名を定めることができる。 

 

 

２ 当会社の常務に従事する取締役は、その在任

中、金融商品取引業と直接関係のある業務に従

事することができない。 

（削る） 

  

（招 集） 

第26条 取締役会は，法令に別段の定めがある場

合を除き，取締役社長が招集する。ただし，取

締役社長事故あるときは，あらかじめ取締役会

（取締役会の招集権者及び議長） 

第２３条 取締役会は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役会において指名する取締役

がこれを招集し、議長となる。 
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の定めた順序に従い，他の取締役が招集する。

２ 前項の招集は，各取締役及び各監査役に対し

取締役会の日の３日前までに，その通知を発す

るものとする。ただし，緊急の必要があるとき

は，この期間を短縮することができる。 

３ 取締役及び監査役全員の同意があるときは，

招集の手続を経ないで取締役会を開くことがで

きる。 

 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

  

 

（新 設） 

（取締役会の招集通知） 

第２４条 取締役会を招集するには、各取締役に

対して会日の３日前までにその通知を発するも

のとする。ただし、緊急の場合はこの期間を短

縮することができる。 

２ 取締役全員の同意があるときは、招集の手続

きを経ないで取締役会を開催することができ

る。 

  

（決議方法） 

第27条 取締役会の決議は，取締役の過半数が出

席し，その出席取締役の過半数をもって行う。

 

２ 当社の運営の基本方針に関する事項の決議

は，出席取締役の３分の２以上の多数決をもっ

て行う。 

（取締役会の決議の方法） 

第２５条 取締役会の決議は、議決に加わること

ができる取締役の過半数が出席し、その過半数

をもって行う。 

（削る） 

  

（決議の省略） 

第27条の２ 当社は，会社法第370条の要件を満

たしたときは，取締役会の決議があったものと

みなす。 

（取締役会の決議の省略） 

第２６条 議決に加わることができる取締役の

全員が書面又は電磁的記録により取締役会の決

議事項に係る議案について同意したときは、当

該議案を可決する旨の取締役会の決議があった

ものとみなす。 

  

（取締役会規程） 

第27条の３ 取締役会に関する事項は，法令又は

本定款のほか，取締役会において定める取締役

会規程による。 

（取締役会に関する事項） 

第２７条 取締役会に関する事項は、法令又は本

定款に定めるもののほか、取締役会において定

める。 
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第28条 削 除 （削る） 

  

（報酬等） 

第29条 取締役の報酬，賞与その他の職務執行の

対価として当社から受ける財産上の利益（以下

｢報酬等｣という。）は，株主総会の決議によって

定める。 

 

（削る） 

  

（取締役の責任免除） 

第29条の２ 当社は，会社法第426条第１項の規

定により，任務を怠ったことによる取締役（取

締役であった者を含む。）の損害賠償責任を，法

令の限度において，取締役会の決議によって免

除することができる。 

２ 当社は，会社法第427条第１項の規定により，

社外取締役との間に，任務を怠ったことによる

損害賠償責任を限定する契約を締結することが

できる。ただし，当該契約に基づく賠償責任の

限度額は，100万円以上であらかじめ定めた金額

又は法令に規定する額のいずれか高い額とす

る。 

（取締役の責任免除等） 

第２８条 当会社は、会社法第４２６条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる取締役（取

締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって免

除することができる。 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定に

より、社外取締役との間に、任務を怠ったこと

による損害賠償責任を限定する契約を締結する

ことができる。ただし、当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は、法令が規定する額とする。

  

（自主規制委員会） 

第29条の３ 当社は，法令に基づく自主規制委員

会を置く。 

２ 自主規制委員会は，当社の自主規制業務に関

する事項の決定を行う。 

３ 自主規制委員会は，当社の取締役の中から選

定された自主規制委員３人以上で組織し，その

過半数は社外取締役とする。 

 

（削る） 

  

第６章 監査役及び監査役会 

 

（削る） 

（員 数） 

第30条 当社の監査役は，３名とする。 

 

（削る） 

  

（選任方法） 

第31条 監査役は，株主総会において，選任する。

 

（削る） 
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２ 前項の選任決議は，議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し，その議決権の過半数をもって行う。

  

（補欠監査役の選任の効力） 

第31条の２ 法令又は本定款に定める監査役の

員数を欠くこととなるときに備えて選任された

補欠の監査役の選任決議の有効期間は，当該決

議後４年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の開始の時までとす

る。ただし，株主総会の決議によってその期間

を短縮することができる。 

 

（削る） 

  

（任 期） 

第32条 監査役の任期は，選任後４年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとする。ただし，補欠と

して選任された監査役の任期は，前任者の残任

期間とする。 

２ 法令又は本定款に定める監査役の員数を欠

くこととなるときに備えて選任された補欠の監

査役が監査役に就任した場合，当該監査役の任

期は，前任者の残任期間とする。 

 

（削る） 

  

（常勤監査役） 

第33条 監査役会は，その決議によって常勤の監

査役（以下「常勤監査役」という。）を選定する。

２ 常勤監査役は，その在任中，金融商品取引業

に従事することができない。 

３ 常勤監査役は，その在任中，監査役会の承認

を受けなければ，他の業務に従事することがで

きない。 

 

（削る） 

  

（招 集） 

第34条 監査役会は，各監査役が招集する。 

２ 前項の招集は，各監査役に対し監査役会の日

の３日前までに，その通知を発するものとする。

ただし，緊急の必要があるときは，この期間を

 

（削る） 
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短縮することができる。 

３ 監査役全員の同意があるときは，招集の手続

を経ないで監査役会を開催することができる。

  

（監査役会規程） 

第35条 監査役会に関する事項は，法令又は本定

款のほか，監査役会において定める監査役会規

程による。 

 

（削る） 

  

第36条 削 除 （削る） 

  

（報酬等） 

第37条 監査役の報酬等は，株主総会の決議によ

って定める。 

 

（削る） 

  

（監査役の責任免除） 

第37条の２ 当社は，会社法第426条第１項の規

定により，任務を怠ったことによる監査役（監

査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令

の限度において，取締役会の決議によって免除

することができる。 

２ 当社は，会社法第427条第１項の規定により，

社外監査役との間に，任務を怠ったことによる

損害賠償責任を限定する契約を締結することが

できる。ただし，当該契約に基づく賠償責任の

限度額は，100万円以上であらかじめ定めた金額

又は法令に規定する額のいずれか高い額とす

る。 

 

（削る） 

  

第７章 諮問委員会 

 

（削る） 

（諮問委員会） 

第37条の３ 当社は，諮問委員会を置くことがで

きる。 

２ 諮問委員会は，当社の運営に関する重要事項

について，取締役会の諮問に応じ又は取締役会

に意見を述べることができる。 

３ 諮問委員会に関する事項は，取締役会におい

 

（削る） 
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て定める諮問委員会規則による。 

  

（新 設） 第５章 指名委員会、監査委員会及び報酬委員会

 

 

 

（新 設） 

（指名委員会、監査委員会及び報酬委員会の設

置） 

第２９条 当会社は指名委員会、監査委員会及び

報酬委員会を置く。 

  

 

（新 設） 

（委員の選定） 

第３０条 指名委員会、監査委員会及び報酬委員

会を構成する委員は、取締役の中から、取締役

会の決議によって選定する。 

２ 各委員会の委員長は、取締役会の決議によっ

て選定する。 

  

 

（新 設） 

（各委員会の権限等） 

第３１条 指名委員会は、株主総会に提出する取

締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定

する。 

２ 監査委員会は、次に掲げる職務を行う。 

（１) 取締役及び執行役の職務の執行の監査

並びに監査報告の作成 

（２) 株主総会に提出する会計監査人の選任

及び解任並びに会計監査人を再任しない

ことに関する議案の内容の決定 

３ 報酬委員会は、取締役及び執行役が受ける個

人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針及

び個人別の報酬等の内容を決定する。執行役が

当会社の使用人を兼ねているときは、当該使用

人の報酬等の内容についても、同様とする。 

  

 

（新 設） 

（各委員会に関する事項） 

第３２条 各委員会に関する事項は、法令又は本

定款に定めるもののほか、取締役会において定

める。 

  

（新 設） 第６章 執行役 
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（新 設） 

（執行役の設置） 

第３３条 当会社は執行役を置く。 

  

 

（新 設） 

（執行役及びその権限） 

第３４条 執行役は、取締役会の決議によって選

任する。 

２ 執行役は、次に掲げる職務を行う。 

（１) 取締役会の決議によって委任を受けた

当会社の業務の執行の決定 

（２) 当会社の業務の執行 

  

 

（新 設） 

（任 期） 

第３５条 執行役の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結後最初に招集される取締役会の

終結の時までとする。 

２ 増員により、又は補欠として選任された執行

役の任期は、他の在任中の執行役の任期の満了

する時までとする。 

  

 

（新 設） 

（代表執行役及び役付執行役） 

第３６条 代表執行役は、執行役の中から、取締

役会の決議によって選定する。 

２ 執行役ＣＥＯ及び執行役ＣＯＯについては

各１名、専務執行役及び常務執行役については

各若干名を、執行役の中から、取締役会の決議

によって定めることができる。 

３ 当会社の執行役は、その在任中、金融商品取

引業と直接関係のある業務に従事することがで

きない。 

  

 

（新 設） 

（執行役の責任免除） 

第３７条 当会社は、会社法第４２６条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる執行役（執

行役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって免

除することができる。 
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（新 設） 

（執行役に関する事項） 

第３８条 執行役に関する事項は、法令又は本定

款に定めるもののほか、取締役会において定め

る。 

  

（新 設） 第７章 会計監査人 

 

 

（新 設） 

（会計監査人の設置） 

第３９条 当会社は会計監査人を置く。 

  

 

（新 設） 

（会計監査人の選任） 

第４０条 会計監査人は、株主総会の決議によっ

て選任する。 

  

 

（新 設） 

（会計監査人の任期） 

第４１条 会計監査人の任期は、選任後１年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までとする。 

２ 会計監査人は、前項の定時株主総会において

別段の決議がされなかったときは、当該定時株

主総会において再任されたものとみなす。 

  

第８章 計  算 

 

第８章 計算 

 

（事業年度） 

第38条 当社の事業年度は，４月１日から翌年３

月31日までとする。 

（事業年度） 

第４２条 当会社の事業年度は、毎年４月１日か

ら翌年３月３１日までの１年とする。 

  

（予 算） 

第39条 当社は，前条に定める事業年度開始前に

当該事業年度の予算を，取締役会における出席

取締役の３分の２以上の多数決により決議す

る。 

 

（削る） 

  

（剰余金の配当） 

第40条 株主総会の決議により，毎年３月31日の

最終の株主名簿に記載又は記録された株主若し

（剰余金の配当等） 

第４３条 当会社は、剰余金の配当等会社法第４

５９条第１項各号に定める事項については、法
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くは登録株式質権者に対し，期末配当を行うこ

とができる。 

２ 前項のほか，取締役会の決議により，毎年９

月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された

株主若しくは登録株式質権者に対し，中間配当

を行うことができる。 

３ 前２項の期末配当金又は中間配当金が，支払

開始の日から３年以内に受領されないときは，

当社は，その支払いの義務を免れるものとする。

令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の

決議によらず取締役会の決議によって定める。

（削る） 

 

 

 

（削る） 

  

 

（新 設） 

（剰余金の配当の基準日） 

第４４条 当会社の剰余金の配当の基準日は、毎

年９月３０日及び３月３１日とする。 

２ 前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当を

することができる。 

  

 

（新 設） 

（配当金の除斥期間） 

第４５条 配当財産が金銭である場合は、その支

払開始の日から満３年を経過してもなお受領さ

れないときは、当会社はその支払義務を免れる。

２ 前項の配当財産には、利息をつけない。 

  

第９章 雑  則 

 

（削る） 

（定款等諸規則の解釈） 

第41条 定款，業務規程，受託契約準則その他取

締役会の決議により定めた諸規則の解釈に疑義

があるときは，取締役会における出席取締役の

３分の２以上の多数決により，その解釈を決定

する。 

 

（削る） 

  

   付  則 

１ 本定款は，平成21年７月１日から施行する。

   付  則 

  本定款は、平成２５年１月１日から施行す

る。 

２ 第11条及び第12条の変更は，平成25年１月１

日から効力を発生する。なお，本項は，当該効

力発生日をもって削除する。 

 

 


